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 岩手県環境基本計画（計画期間：令和３年度～令和 12年度）では、本県の環境・経済・社会の複合的

課題に対応する「環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策」と本県の環境の保全及び創造を

支える基本的な施策である「環境分野別施策」の２つの施策領域を設けています。 

 「環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策」においては、総合的指標として３分野に５指

標を、「環境分野別施策」においては、総合的指標として５分野 10指標の他、施策推進指標として 32指

標を設定しています。 

 

 

（１） 環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策                                       

◎ 主な取組 

１ 地域資源の活用による環境と経済の好循環 

地域脱炭素の推進に向け、市町村における脱炭素先行地域への応募を支援し、３市町（令和４年

11月に宮古市、久慈市、令和５年４月に紫波町）が選定されるなど、持続可能な生産と消費を実現

するグリーンな経済システムの構築を推進しました。 

２ 自然と共生した持続可能な県土づくり 

自然環境と共生する陸上風力発電事業の導入を図るため、環境アセスメントの計画初期段階にお

ける配慮事項を示したガイドラインを作成するなど、持続可能な県土づくりを推進しました。 

３ 環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実現 

飲食店での食べ残しの削減を図るため、「新ドギーバッグ（持ち帰り容器）デザインコンテスト」

を開催するとともに、優秀作品のデザインによる持ち帰り容器の制作し、エコ協力店等の飲食店と

連携した普及啓発活動を実施するなど、環境にやさしく健康で質の高い生活を推進しました。 

  

◎ 指標の達成状況 

総合的指標５指標は向上が４指標（80％）、横ばいが１指標（20％）でした。 

各横断的施策の進捗状況は「順調」または「概ね順調」と判断しました。 

 

【横断的施策】 
総合的指標 達成度 

進捗状況 
向上 横ばい 低下 

１ 地域資源の活用による環境と経済の好循環 １ - - 順調 

２ 自然と共生した持続可能な県土づくり １ １ ０ 概ね順調 

３ 環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実現 ２ ０ ０ 順調 

 

 

（２） 環境分野別施策                                      

◎ 主な取組 

１ 気候変動対策 

岩手県地球温暖化対策実行計画を改訂し、省エネルギー対策の推進、再生可能エネルギーの導入

促進、森林吸収減対策など多様な手法による地球温暖化対策の推進により、2030年度の温室効果ガ

ス排出量を2013年度比で57％削減する新たな目標を設定するなど、気候変動対策を推進しました。 

２ 循環型地域社会の形成 

青森県境産業廃棄物不法投棄事案に係る原状回復について、汚染土壌及び地下水の浄化対策に取

り組んだ結果、令和４年度で事業完了となりました。また、不法投棄の原因者等に対する徹底した

責任追及や、事案に係る広報を実施するなど、廃棄物の適正処理を推進しました。 

３ 生物多様性の保全・自然との共生 

ツキノワグマの市街地出没に対応するための訓練等を実施するとともに、シカ及びイノシシの生

息数増加による自然生態系への影響、農林業被害の低減を図るため、捕獲等の対策を実施するなど、

野生動植物との共生を推進しました。 

令和４年度環境基本計画の進捗状況 
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４ 環境リスクの管理 

風力発電事業の計画初期段階の配慮事項や評価手法等を記載した配慮書作成ガイドラインを作

成するなど、環境影響評価制度の適切な運用と適正な土地利用を促進しました。 

５ 持続可能な社会づくりの担い手の育成と協働活動の推進 

水生生物による水質調査は、129 団体、延べ 3,783人の参加のもと、93河川の延べ 139地点で県

内児童等が実施し、水質保全意識の高揚を図るなど、持続可能な社会づくりに向けた環境学習等を

推進しました。 

 

◎ 指標の達成状況 

総合的指標 10指標は、達成度Ａが４指標（40％）、達成度Ｂが５指標（50％）、達成度Ｄが１指標（10％）

でした。 

 施策推進指標 32指標は、達成度Ａが 21 指標（66％）、達成度Ｂが５指標（16％）、達成度Ｃが１指標

（３％）、Ｄが５指標（16％）でした。 

各分野別施策の進捗状況は、「順調」又は「概ね順調」と判断しました。 

 

【環境分野別施策】 
総合的指標 達成度 施策推進指標 達成度 進捗 

状況 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ  Ｂ Ｃ Ｄ 

１ 気候変動対策 ２ ０ ０ ０ ６ ３ ０ １ 順調 

２ 循環型地域社会の形成 ０ １ ０ １ ５ １ １ １ 概ね順調 

３ 生物多様性の保全・自然との共生 １ １ ０ ０ ４ １ ０ ２ 順調 

４ 環境リスクの管理 １ １ ０ ０ ４ ０ ０ １ 順調 

５ 持続可能な社会づくりの担い手の

育成と協働活動の推進 
０ ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ 順調 

計 ４ ５ ０ １ 21 ５ １ ５  

※達成度の計算方法 

 

※進捗状況判断方法 

※指標達成度は「総合的指標」を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

達成度 達成率 目標達成率目標達成率（%）計算式 

Ａ 100%以上 
①現状値等から数値を上げる目標 

(R4実績値-現状値等)／ 

(R4目標値-現状値等)×100 

 

②現状値等を維持または累計目標 

(R4実績値)／(R4目標値等)×100 

Ｂ 
80%以上

100%未満 

Ｃ 
60%以上

80%未満 

Ｄ 60%未満 

進捗
状況 考え方 

順調 
全ての指標達成度が向上またはＡ, Ｂ以上であり、他の状
況も踏まえ、順調に進んでいると判断されるもの。 

概ね
順調 

半数以上の指標達成度が向上またはＡ，Ｂであり、他の状
況も踏まえ、概ね順調に進んでいると判断されるもの。 

やや
遅れ 

達成度が向上またはＡ，Ｂである指標が半数未満であり、
他の状況も踏まえ、やや遅れていると判断されるもの。 

遅れ 
達成度が低下またはＤである指標が半数以上であり、他の
状況も踏まえ、遅れていると判断されるもの。 
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【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 持続可能な経済に資する企業経営や投資活動が一般化し、脱炭素型の製品・サービスの需要と

供給が拡大し、企業の競争力の向上と県内経済の成長が図られ、環境負荷の低減と経済の好循環

が実現している。 

○ 地域の自然、エネルギー、産業、文化、風土などの豊かな資源を将来にわたって持続的に活用す

ることにより、地域産業の付加価値向上による経済と地域の活性化が図られている。 

○ 地域資源を生かした持続可能な地域づくりを支える人材が豊富になり、地域内で資金が循環し

ているとともに、都市と農山漁村が地域資源を補完し合う広域的なネットワークが形成されてい

る。 

○ 豊かな環境づくりに資する研究開発が進み、県内経済の成長に貢献している。 

 

Ⅰ 主な事例紹介                                        

 

地域脱炭素の推進に向け、市町村における脱炭素先行地

域への応募を支援し、３市町（令和４年 11 月に宮古市、

久慈市、令和５年４月に紫波町）が選定されるなど、持続

可能な生産と消費を実現するグリーンな経済システムの

構築を推進しました。 

 

 

Ⅱ 個別施策の取組状況                                     

（１）持続可能な生産と消費を可能にするグリーンな経済システムの構築（環境生活部、商工労働観光

部、農林水産部） 

■ 環境経営の推進 

○ 温室効果ガス排出量の 2050 年度実質ゼロに向けた県民運動の展開、岩手県地球温暖化防止

活動推進センターを拠点とした普及啓発等を実施しました。 

○ 地球温暖化対策に積極的な事業所を支援する「いわて地球環境にやさしい事業所」認定制度

の登録事業所数は 251 事業所となっています。（令和５年４月末現在） 

また、事業所における省エネルギーの取組の中心となる人材を養成するエコスタッフの登録

者数は 2,220 人となっています。（令和５年４月末現在） 

○ 事業者の環境負荷低減に向けた自主的な取組を促進するため、環境報告書バンクの運営やセ

ミナー等を実施しました。（環境報告書バンク掲載件数：466件（累計）、セミナー開催：１件） 

 

■ 環境関連産業の育成・集積 

○ （地独）岩手県工業技術センターを活用し、高度デジタル技術者の育成、企業間ネットワー

クの構築、デジタル技術による生産の高度化を図るための共同研究等の重点的な企業支援を通

じて、中小企業等の生産性向上に資する取組を推進しました。（支援企業数実績：13件） 

 ○ 省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入促進のため、設備設置資金等への低利融

資を実施しました。（融資実績：５件） 

○ 産業廃棄物処理業者の格付け制度により、優良な処理業者の育成に努め、令和５年３月末で

99事業者を認定（★★★30件、★★58件、★11件）しました。 

○ 「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、令和５年３月末で県内延べ 140事業者に

よる産業廃棄物等の３Ｒの取組を支援しました。 

第１章 環境・経済・社会の一体的向上に向けた横断的施策 

１ 地域資源の活用による環境と経済の好循環 
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○ 一定の基準を満たすリサイクル製品について、「岩手県再生資源利用認定製品」として認定

した製品は令和５年３月末で 169製品であり、ウェブサイト等でＰＲするとともに、県自ら優

先的な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大を推進しました。 

○ 再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関す

る県民や事業者等への理解促進などに取り組んだほか、水素関連産業の可能性調査を実施しま

した。（勉強会開催：４回、85人） 

 

■ 環境負荷の低減に資する製品・サービスの需要拡大 

○ グリーン購入基本方針等に沿って、環境に配慮した製品の購入に努めました。 

○ 県産木材の新たな需要創出を図るため、県産木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技術者等

の養成、木造建築アドバイザーによる技術指導等を実施しました。（研修会の開催回数：５回） 

○ 消費者を対象としたセミナーや出前講座等によりエシカル消費の普及啓発を実施しました。

（消費者教育関連セミナー実施回数：141回） 

 

■ 環境に配慮した金融 

 ○ 省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入促進のため、設備設置資金等への低利融

資を実施しました。（融資実績：５件）【再掲】 

 

■ エネルギーや資源の地域循環 

○ 県内の多くを占める中小事業者の温暖化対策を推進するため、高効率な省エネルギー設備

（ＬＥＤ照明、空調設備、給湯設備、変圧器）の導入に係る費用を補助しました。（補助実績：

35件） 

○ 地域に根ざした再生可能エネルギーの普及に向けた、被災家屋等への太陽光導入、自立・分

散型エネルギー供給システムの整備に向けた支援等を実施しました。 

○ 地域脱炭素の推進に向け、市町村における脱炭素先行地域への応募を支援し、３市町（令和

４年 11月に宮古市、久慈市、令和５年４月に紫波町）が選定されました。 

○ 再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関す

る県民や事業者等への理解促進などに取り組むほか、水素関連産業の可能性調査を実施しまし

た。（勉強会開催：４回、85人）【再掲】 

○ 木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムの開催や市町村等に木質バイオマスコー

ディネーターを派遣し技術指導等を実施しました。（派遣実績：６件） 

○ 畜産主要産地として発展が期待される地域において、担い手育成を通じた畜産業の構造改善

を図るため、飼料基盤や施設の整備を支援しました。 

 

■ 循環型経済の構築に向けた新たなビジネス形態の促進 

○ 「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、令和５年３月末で県内延べ 140事業者に

よる産業廃棄物等の３Ｒの取組を支援しました。【再掲】 

○ 一定の基準を満たすリサイクル製品について、「岩手県再生資源利用認定製品」として認定

した製品は令和５年３月末で 169製品であり、ウェブサイト等でＰＲするとともに、県自ら優

先的な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大を推進しました。【再掲】 

○ 自動車関連産業の集積に向けて、県内企業の取引拡大、サプライチェーンの構築、研究開発

及び人材育成等の取組を推進しました。（研修参加企業数：36社） 

○ 個店の魅力創出を通じた商店街全体でのにぎわい創出を図るため、個店の経営力向上や、商

店街活性化の取組を支援しました。（商店街アドバイザーの派遣業者数：９件） 

 

（２）地域資源を活用した自然共生型産業の振興（文化スポーツ部、環境生活部、商工労働観光部、農林

水産部、県土整備部、教育委員会） 

■ 環境と調和した農林水産業の推進 

○ エコファーマーや環境保全型農業直接支援対策等の制度を活用し、自然環境の保全に資する

農業の生産方式の導入など、環境に優しい農業への取組を推進しました。（環境保全型農業直接

支援対策に係る説明会等回数：４回） 
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○ 環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培技術

や、高度なＧＡＰの導入を支援しました。（県版ＧＡＰ確認登録及びＧＡＰ認証取得農場数：348

件） 

○ 有機農業の取組拡大のため、有機ＪＡＳ制度や栽培技術等について、指導・助言を行う有機

農業指導員を育成し、国際水準の有機農業を志向する農業者の指導体制を整備しました。（有機

農業指導員育成数：５人） 

○ 木材の搬出コストを低減し、間伐材の安定供給体制を確保するため、搬出間伐や路網整備等

の支援に要する経費を補助しました。 

○ 漁業資源の持続的利用に向け、漁協等が策定する資源管理計画に基づく取組を支援しました。

（累計策定 161 件） 

○ 農林水産物の域内消費の拡大を図るため、市町村の地産地消推進計画の策定を支援しました。 

○ 養殖漁場を良好な状態に維持すること等による持続的な養殖生産の確保に向け、適正養殖可

能数量の遵守状況調査等を実施しました。 

○ 野生鳥獣による農作物被害を防止するため、有害捕獲や恒久電気柵等の設置、地域全体で行

う被害防止活動を支援するとともに、食肉加工を目的とするニホンジカの放射性物質検査を実

施しました。 

 

■ 豊富な森林資源を活用した木材関連産業の振興 

○ 県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の木材製品展示商談会への出展支援などを実施し

たほか、県産木材の利用促進を働きかけるＰＲイベントを開催しました。（出展者数：15者） 

○ 県産木材の需要拡大や利用普及を図るため、県産木材を使用した民間施設の木質化や木製品

の導入について支援しました。（補助件数：８件） 

○ 発電事業者に対し、燃料調達に関する助言を行ったほか、フォーラムの開催や木質燃料ボイ

ラーに関心を持つ市町村等へ木質バイオマスコーディネーターを派遣し導入に係る技術指導等

を実施しました。（派遣実績：６件） 

○ 広葉樹資源の付加価値向上を図るため、フローリングなど広葉樹製材品の人工乾燥技術の研

究開発や、木材加工事業体への技術の普及・指導を実施しました。 

○ 薪の生産・流通に係るアンケート調査結果を踏まえ、令和５年度から令和８年度までを計画

期間とする「いわて木質バイオマスエネルギー利用展開指針（第３期）」を策定しました。 

 

■ 優れた自然を活用した観光産業の振興 

○ 御所野遺跡の世界遺産登録１周年に合わせ、管内での登録記念事業等を展開しました。また、

縄文遺跡群のつながりを活かした隣接圏域等との連携強化により、県北地域への周遊促進に取

り組みました。 

○ 県北地域への継続的な観光流動の創出を図るため、地域一体となった情報発信の実施や、観

光コンテンツの充実、周遊促進の取組を実施して、誘客拡大を推進しました。 

○ 県内全域への一層の誘客拡大を図るため、いわて観光キャンペーン推進協議会が行う宣伝・

誘客事業及び観光地づくりを推進しました。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響が長引き、市場の回復が遅れる中、関係市町・機関と連携

し、観光コンテンツの造成支援を進めるとともに、マイクロツーリズムのニーズを生かした情

報を発信しました。 

○ 遠距離観光地イメージの払拭による隣県からの誘客を促進するため、仙台圏、青森圏及び県

内タウン誌への観光ＰＲ情報を掲載するとともに、教育旅行誘致活動を実施しました。（教育旅

行モニターツアーの実施（1/18 盛岡発着、2/16 仙台発着）、隣県旅行エージェントを対象とし

た誘致プロモーションの実施） 

○ 首都圏からの誘客を促進するため、東日本大震災津波伝承館をゲートウェイとした旅行商品

の造成を支援しました。（３ツアー計 16本催行 329人参加） 

○ 温泉の保護及び利用の適正化を図るため、温泉法に基づく温泉掘削、利用等の許可事務等を

実施しました。 
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■ 自然の恵みを活用した各種ツーリズムの推進 

○ グリーン・ツーリズム交流人口の拡大に向け、各地域の交流活動をコーディネートする組織

が開催する研修会に専門家を派遣しました。(派遣回数：５回) 

○ 多様な旅行者ニーズに対応可能なグリーン・ツーリズム実践者の確保・育成に向けた講座を

開催しました。（講座開催回数：６回）  

○ 複数のアクティビティを組み合わせたパッケージプラン等の創出や、いわてスポーツコミッ

ションウェブサイト等を活用した情報発信を実施しました。（体験会：８回（35名）、勉強会：

１回（４名）、パッケージプランシート、パンフレットの作成・配布） 

○ 「食」を軸に据えた三陸地域の振興を図るため、県内の生産者・料理人や国内外の料理人等

と連携し、三陸の豊かな食材や自然、歴史、文化等を活用した「食」の関連イベントを実施し

ました。（著名料理人等の三陸の食材産地視察：１回、三陸フュージョン料理ツアー：４回） 

○ 文部科学省事業「みんなの廃校プロジェクト」について、廃校活用事例集、廃校活用推進イ

ベント及び現在活用用途を募集している廃校施設の一覧への掲載希望調査を各市町村に対して

情報提供しました。 

○ 農業生産団地の形成と農業生産の効率化とともに、農村地域の活性化を図るため、農地、農

村集落、農業用施設等を安全かつ効率的に結ぶ農業用道路を整備しました。（実施地区数：７地

区） 

○ 市町村の公共下水道や農業集落排水施設、漁業集落排水施設、合併処理浄化槽に係る事業に

対し財政的支援を行い、汚水処理施設の整備を促進しました。 

 

■ 自然資本を活用した地域産業の付加価値向上 

○ 地域ぐるみの６次産業化を促進するため、生産者と商工業者等が連携して行う特産品開発や

販路拡大等の取組を支援しました。また、６次産業化に取り組んでいる農林漁業者等の交流会

を実施しました。（交流会開催回数：４回） 

○ 農林漁業者や食品関連企業などの地域の食に関わる関係者の持続的なビジネスモデルを創出

するため、関係者のネットワークの構築等を実施しました。 

○ 中山間地域等において、将来にわたり持続可能な活力ある地域コミュニティを確立するため、

ビジョンの策定・実践をリードする人材の育成や、集落等の将来ビジョン策定、地域資源を活

かした活性化の取組等を支援しました。（支援地区数：３地区） 

○ 首都圏における県産食材の認知度や評価を高めるため、バイヤーを対象とした産地見学会や、

「黄金の國、いわて。」応援の店等と連携したフェアなどを開催しました。 

○ 自然とのふれあいを促進するため、優れた自然環境を有する国立、国定、県立自然公園等の

登山道や遊歩道の改修等を実施しました。 

○ 三陸の豊かな食材や自然、歴史、文化等を活用した「食」の関係イベントを実施したほか、

地域資源を活用した持続可能なビジネス創出に向けた関係者のネットワーク構築を支援しまし

た。 

○ 三陸ＤＭＯセンターと連携し、観光地域づくり関係者の連携促進や売れる旅行商品づくりを

担う人材育成を支援しました。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響が長引き、市場の回復が遅れる中、関係市町・機関と連携

し、観光コンテンツの造成支援を進めるとともに、マイクロツーリズムのニーズを生かした情

報を発信しました。【再掲】 

○ 遠距離観光地イメージの払拭による隣県からの誘客を促進するため、仙台圏、青森圏及び県

内タウン誌への観光ＰＲ情報を掲載するとともに、教育旅行誘致活動を実施しました。（教育旅

行モニターツアーの実施（1/18 盛岡発着、2/16 仙台発着）、隣県旅行エージェントを対象とし

た誘致プロモーションの実施）【再掲】 

○ 首都圏からの誘客を促進するため、東日本大震災津波伝承館をゲートウェイとした旅行商品

の造成を支援しました。（３ツアー計 16本催行 329人参加）【再掲】 

○ 県北地域への継続的な観光流動の創出を図るため、地域一体となった情報発信の実施や、観

光コンテンツの充実、周遊促進の取組を実施して、誘客拡大を推進しました。【再掲】 
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○ 御所野遺跡の世界遺産登録１周年に合わせ、管内での登録記念事業等を展開しました。また、

縄文遺跡群のつながりを活かした隣接圏域等との連携強化により、県北地域への周遊促進に取

り組みました。【再掲】 

 

（３）都市と農山漁村の連携・交流と広域的なネットワークづくり（環境生活部、農林水産部）      

■ 地域資源を活用した都市と農山漁村の連携・交流 

○ グリーン・ツーリズム交流人口の拡大に向け、各地域の交流活動をコーディネートする組織

が開催する研修会に専門家を派遣しました。(派遣回数：５回)【再掲】 

○ 多様な旅行者ニーズに対応可能なグリーン・ツーリズム実践者の確保・育成に向けた講座を

開催しました。（講座開催回数：６回）【再掲】 

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育て

る条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。 

 

■ 人づくりによる地域づくり 

○ 環境学習交流センターや岩手県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、岩手県環境アド

バイザーや岩手県地球温暖化防止活動推進員を派遣するとともに、環境学習広報車「エコカー

ゴ」を活用し県内各地を訪問する出張環境学習会等を実施することにより、環境学習及び環境

保全活動を支援しました。（移動環境学習広報車による出前環境学習実施数：32回、環境アドバ

イザー派遣実績数：230回） 

○ 三陸ジオパーク活動を担う人材を育成するため、小学校を対象としたジオパーク授業を実施

（１校）したほか、三陸ジオパーク推進協議会と連携し、認定ガイド認定講座講習（全４回 24

講座・29人受講）の開催を推進しました。 

 

■ 市町村や金融機関と連携した低炭素な地域づくり 

○ 地域脱炭素の推進に向け、市町村における脱炭素先行地域への応募を支援し、３市町（令和

４年 11月に宮古市、久慈市、令和５年４月に紫波町）が選定されました。【再掲】 

○ 省エネルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入促進のため、設備設置資金等への低利融

資を実施しました。（融資実績：５件）【再掲】 

 

（４）豊かな環境づくりに資する科学技術の振興（ふるさと振興部、環境生活部、商工労働観光部、農林

水産部、ＩＬＣ推進局） 

■ 豊かな環境づくりに資する研究開発の促進 

○ 「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、令和５年３月末で県内延べ 140 事業者に

よる産業廃棄物等の３Ｒの取組を支援しました。【再掲】 

○ 化学物質による環境汚染の未然防止を図るため、大気、河川水、河川底質および生物に含ま

れる化学物質（18物質）の調査及び未規制物質の分析法（２物質）の開発を行いました。 

○ 環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培技術

や、高度なＧＡＰの導入を支援しました。（県版ＧＡＰ確認登録及びＧＡＰ認証取得農場数：348

件）【再掲】 

○ 再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関す

る県民や事業者等への理解促進などに取り組むほか、水素関連産業の可能性調査を実施しまし

た。（勉強会開催：４回、85人）【再掲】 

○ 本県の実情に合った技術開発や迅速な技術普及を支援するため、「いわてスマート農業推進シ

ンポジウム」を開催（令和４年８月 26日、359名参加）したほか、ドローンを活用した水稲画

像生育診断に関する実証研究などを実施しました。 

○ 北いわて型スマート農業技術の導入を促進するため、自動走行農機や環境制御に関する技術

実証などを実施したほか、農業経営者、研究機関、大学、関係市町村等をメンバーとする「北

いわてスマート農業サロン」を通じて、研究成果や現地実証技術の評価を行いました。（研修会

開催：２回、成果発表会開催：１回） 
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○ 森林資源を活用し、林業の成長産業化を実現するため、スマート林業技術の導入とともに、

森林ＧＩＳやドローン等のスマート林業技術を活用できる人材を育成しました。（研修会開催：

３回） 

○ サケ・マス類の海面養殖用種苗の効率的な生産に向け、ＩＣＴ機器の導入試験を実施しまし

た。 

○ 超スマート社会 Society5.0 の実現に向け、先端技術の実証実験やドローン物流研究会、ド

ローン利活用に係る勉強会等を実施し、科学技術を活用した地域社会課題解決の取組を推進し

ました。（物流研究会及び勉強会ほか：５回） 

 

■ 産学官共同研究等の推進 

○ 岩手大学と「水域生態系への安全性を考慮した下水中の抗菌剤分解除去法の開発に関する研

究」、国立環境研究所と「河川プラスチックごみの排出実態把握と排出抑制対策に資する研究」、

「災害時等における化学物質の網羅的簡易迅速測定法を活用した緊急調査プロトコルの開発」、

「公共用水域における有機-無機化学物質まで拡張した生態リスク評価に向けた研究」などの共

同研究を実施しました。 

○ 医療機器等関連産業の創出に向けて、医療関連機器製品開発支援（１社）、コーディネーター

による総合的支援（企業支援延べ 23 社、情報取集延べ 52 回、メーカー等訪問延べ 32 社）、展

示会出展等により地場企業の参入や取引拡大を促進（取引成立７件）するとともに、医工連携

を推進しました。 

○ 北上川バレープロジェクトの推進に向け、情報関連事業の成長を促進するため、県内外企業

との取引拡大、産学官の連携強化、高度ＩＴ人材育成等の戦略的な取組を一体的に推進しまし

た。 

○ 海洋研究の拠点化を推進するため、いわて海洋研究コンソーシアムの活動を通じた海洋研究

機関の連携促進や研究活動の支援等を実施しました。（セミナーの開催回数：５回） 

○ ＩＬＣ施設から生じる排熱の有効活用に向けた蓄熱吸着材の実証実験や、施設等の整備時に

おける県産木材の利活用に係る検討など、大学や民間企業との共同研究を推進しました。 

 

■ 環境保健行政施策推進のための研究の推進 

○ 岩手県環境保健研究センターでは、本県の環境保健行政施策を推進するための科学的・技術

的拠点として、県民の健康保持・推進及び環境保全に寄与するための調査研究を実施しました。 

 

Ⅲ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

 （2017） 

計画目標値

R12（2030） 

実績値 

R4（2022） 

前年度との

比較 

炭素生産性（温室効果ガス排出

量１トン当たりの県内総生産） 

千円/ト

ンｰ CO2 
353.4 

向上を 

目指す 

462.7 

(2020) 
向上 

 

（２） 点検結果 

総合的指標１指標（炭素生産性（温室効果ガス排出量１トン当たりの県内総生産））が向上であること

から、各施策は概ね順調に進められていると認められ、「地域資源の活用による環境と経済の好循環」分

野の進捗状況は「順調」と判断しました。 
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【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 親水空間や緑地、汚水処理施設等の整備が進み、快適でうるおいのある生活環境が築かれてい

る。 

○ 美しい景観や歴史的なまち並みが保全され、人々から大切にされるとともに、日々の暮らしの

中で親しまれている。 

○ 歴史的・文化的環境の保全について、住民が主体となった保全の取組が展開されるとともに、

誇るべき地域固有の資産として地域の活性化に生かされている。 

○ 自然環境が有する多様な機能を活用した持続可能で魅力ある県土づくりが進んでいる。 

○ 農林水産業や生態系、沿岸域など気候変動の影響を受けやすいあらゆる分野で、将来の気候リ

スクを考慮した取組が行われている。 

 

Ⅰ 主な事例紹介                                        

 

自然環境と共生する陸上風力発電事業の導入を図るため、環境アセスメントの計画初期段階にお

ける配慮事項を示したガイドラインを作成するなど、持続可能な県土づくりを推進しました。 

 

Ⅱ 個別施策の取組状況                                     

（１）快適で魅力あるまちづくりの推進（総務部、ふるさと振興部、環境生活部、農林水産部、県土整備

部、企業局） 

■ 健全な水循環 

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育て

る条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】 

○ 基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、機能保全計画の策定と機能保全対策工事を実施

しました。（実施地区数：７地区） 

○ 山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備しました。（実施地区数：37 地

区） 

○ イヌワシをはじめとする本県の豊かな自然環境と風力発電事業との両立を図るため、促進区

域の設定に関する岩手県基準の策定と連携し、環境アセスメントにおける計画段階環境配慮書

に関するガイドラインを全国に先駆けて作成しました。 

○ 岩手県公園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の整備・維持管理を実施しました。 

 

■ 水インフラの適切な維持管理等の推進 

○ 基幹的農業水利施設の長寿命化を図るため、機能保全計画の策定と機能保全対策工事を実施

しました。（実施地区数：７地区）【再掲】 

○ 工業用水の供給や新北上浄水場の建設事業など、概ね計画どおり進捗しました。 

○ 市町村等が計画的に取り組む水道施設の耐震化対策の支援を実施しました。 

２ 自然と共生した持続可能な県土づくり 

【ガイドラインの主な内容】 

○地域とのコミュニケーションの進め方 

・市町村や県への適切な事前相談 

・地域住民への十分な周知と説明 

・促進区域の設定と連携した地域の環境配慮の考え方の反映 

○配慮書作成のポイント 

・複数案による環境影響の比較検討の実施 

・自然条件及び社会条件等を適切に考慮した事業区域の設定 

・騒音、水質、動植物などの環境影響の回避・極力低減を検討 
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○ 岩手県水道事業広域連携検討会を開催し「水道広域化推進プラン」を令和５年３月に策定し

たほか、主な浄水方法が「消毒のみ」の水道事業者を対象として水安全計画策定ゼミナールを

開催（３回）しました。 

○ 市町村の公共下水道や農業集落排水施設、漁業集落排水施設、合併処理浄化槽に係る事業に

対し財政的支援を行い、汚水処理施設の整備を促進しました。【再掲】 

○ 家庭の生活排水による水環境への影響について、小学生等を対象に出前講座を 10 回開催し

ました。 

 

■ 水と緑のうるおいある空間の確保 

○ 道路区域内（緑地帯や植樹帯含む）の適切な維持管理に取り組みました。 

○ 生物の生息環境や川が織りなす安らぎのある景観などに配慮した「多自然川づくり」により、

人と自然が調和する良好な水辺空間の保全と整備を推進しました。（整備実施箇所数：28箇所） 

 

■ 良好な景観の形成 

○ 良好な景観形成を推進するため、住民参加による景観点検（２件）や、小中学生を対象とし

た景観学習（８回）を実施しました。 

○ 電線共同溝の整備を推進し、電線類の地中化による道路環境の改善に取り組みました。（無

電柱化事業実施地区数：２箇所） 

 

■ 持続可能なまちづくり・地域づくり 

○ 都市交通の円滑化等を図るため、都市計画道路の整備（４箇所）を推進しました。 

○ 公共施設を整備・改善するとともに、宅地の利用増進を図り、良好な市街地形成を図るため、

土地区画整理事業の施行者である市町村に対し支援を実施しました。 

○ 地域公共交通のマスタープランとなる「地域公共交通網形成計画」に基づき、国の補助制度

を活用しながら、市町村と連携し、三陸鉄道とＩＧＲいわて銀河鉄道に対する設備投資、利用

促進への支援を行うとともに、広域バス路線の運行欠損額に対する支援等を通じて、路線の維

持・確保に取り組みました。また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた公共交通事業者

を支援するため、運行支援金を交付し、路線の維持を図りました。 

○ 市町村におけるコミュニティバスの運行等による地域内交通の改善や再編などの取組に対

する補助などを通じて支援することで、住民のニーズに対応した持続可能な公共交通ネット

ワークの構築を支援しました。 

○ 地域住民が主体となり、先駆的な活動に取り組む地域コミュニティ団体を「元気なコミュニ

ティ特選団体」として認定するとともに、「地域づくりフォーラム」や「地域コミュニティ活性

化セミナー」を開催し、地域運営組織の育成を図るなど、持続可能な地域コミュニティ活動を

促進しました。 

また、特定地域づくり事業協同組合制度の周知を行うとともに、関係団体と連携し特定地域

づくり事業協同組合の設立に向けて取り組んでいる団体等を対象とした勉強会を開催するな

ど、設立に向けた支援を行いました。 

○ 省エネ技術の向上を図るためのセミナーを県内各地で開催し、地域活性化に向けた意識啓発

を行いました。（開催回数：５回） 

○ 若者・移住者向け住宅支援施策の一環として、市町村を対象とした研修会の開催（２回）、市

町村空き家担当者向けのマニュアル整備等、技術的な支援を実施し、「空き家バンク」等の情報

発信ツールの利活用促進を図るとともに、「空き家バンク」に登録された空き家の取得・改修費

の一部を助成することにより、若者の住宅確保の支援と併せ、空き家の流通を促進しました。

（補助実施件数：８件） 

○ 「岩手県公共施設等総合管理計画」に基づく各部局の個別施設計画の見直しに係る支援など

公共施設等の長寿命化に向けた将来負担の軽減に取り組みました。 

○ 各施設の個別施設計画に基づき、長寿命化を図るための施設の計画的な修繕等に取り組みま

した。 
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（２）自然と調和した歴史的文化的環境の保全と活用（文化スポーツ部、商工労働観光部、県土整備部、

教育委員会） 

■ 歴史的・文化的環境の保存と活用 

○ 国・県指定文化財の所有者等が行う修理、保存整備、記録保存等に要する経費の一部を補助

しました。 

○ 市町村が埋蔵文化財発掘調査を実施する際に、その経費の一部を助成しました。 

○ 地域の文化財を地域づくりに活用するための「文化財保存活用地域計画」について、４市で

行われている計画作成の取組を支援しました。 

○ 本県の歴史についての理解促進を図るため、「いわての文化情報大事典」ウェブサイトなど

により、情報発信を実施しました。 

○ 「平泉の文化遺産」の拡張登録に向けて専門家からの意見聴取を行いながら、関係市町との

連携・調整を行ったほか、「明治日本の産業革命遺産」及び「北海道・北東北の縄文遺跡群」に

ついて、各協議会に参画しながら保存活用の取組を実施しました。 

○ 電線共同溝の整備を推進し、電線類の地中化による道路環境の改善に取り組みました。（無

電柱化事業実施地区数：２箇所）【再掲】 

○ 歴史的・文化的環境の保存と活用を推進するため、住民参加による景観点検（２件）や、小

中学生を対象とした景観学習（８回）を実施しました。【再掲】 

 

■ 環境と共生する生活文化の継承と創造 

○ 担い手の確保、漆文化の発信及び魅力向上を図るため、学生インターンシップや漆工品の展

示販売会、関係団体等による連携会議を実施しました。 

○ 本県伝統工芸産業事業者の経営力向上を図るため、専門家派遣や展示販売会の開催等により、

商品開発や販路開拓を支援しました。 

 

（３）気候変動リスクを踏まえた防災・減災（環境生活部、農林水産部、県土整備部）          

■ 気候変動の影響への適応の推進 

○ 道路の安全性・信頼性の確保を図るため、通行危険箇所の防災対策を推進しました。 

○ 台風第 10号による被害等を踏まえた河川の改良工事（護岸、築堤等）及び河道掘削等を実施

しました。 

○ 急傾斜地の崩壊による被害を防止するため、擁壁等を整備するとともに、新たに地域の安全

の向上を図るため、既存施設の老朽化対策を実施しました。 

○ 土石流による被害を防止するため、砂防堰堤等を整備しました。 

○ 海岸保全施設の老朽化対策を実施しました。 

○ 二酸化炭素の吸収・固定など森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、間伐・再

造林などの森林整備に取り組みました。（再造林面積：804ha） 

 

■ 災害に備えた土地利用 

○ 国土利用計画法に基づき、適正な土地利用の確保を図るため、国土利用計画及び土地利用基

本計画の管理運営、土地売買に係る届出審査、地価調査等を実施しました。 

 

■ グリーンインフラや生態系を活用した防災・減災の推進 

○ 生物の生息環境や川が織りなす安らぎのある景観などに配慮した「多自然川づくり」により、

人と自然が調和する良好な水辺空間の保全と整備を推進しました。（整備実施箇所数：28箇所）

【再掲】 

○ 山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備しました。（実施地区数：37 地

区）【再掲】 

 

■ 平時から災害時まで一貫した安全の確保 

○ 近年頻繁に発生している自然災害によって生じる災害廃棄物の処理体制を平時から構築す

るため、市町村に対し説明会を実施し、市町村の災害廃棄物処理計画策定の支援に取り組みま

した。（処理計画策定済み市町村数：25市町村） 
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○ 地域に根ざした再生可能エネルギーの普及に向けた、被災家屋等への太陽光導入、自立・分

散型エネルギー供給システムの整備に向けた支援等を実施しました。 

○ 地球温暖化による気温上昇に伴う気候変動の影響とその対策について、イベントによる普及

啓発を行うことで、対策の実践を促しました。 

○ ＰＲＴＲ法に基づく届出に係る事務の実施により、化学物質の適正管理や排出削減を促進す

るとともに、使用状況を把握しました。 

 

Ⅲ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 

計画目標値

R12（2030） 

実績値 

R4（2022） 

現状値との

比較 

快適に暮らせる生活環境に関す

る満足度 
％ 23.5 

向上を 

目指す 
23.3 横ばい 

災害に強く安心して暮らせる県

土に関する満足度 
％ 24.4 

向上を 

目指す 
27.8 向上 

 

 

（２） 点検結果 

総合的指標１指標（災害に強く安心して暮らせる県土に関する満足度）が向上、１指標（快適に暮ら

せる生活環境に関する満足度）が横ばいであり、個別施策の取組状況を踏まえ、「自然と共生した持

続可能な県土づくり」分野の進捗状況は「概ね順調」と判断しました。 
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【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 日常生活の中に省エネルギーや省資源・３Ｒなどの環境行動が広く浸透し、環境負荷の少ない

製品・サービスが消費者に選ばれている。 

○ 住まいや移動、職場環境など日々の暮らしにおける環境負荷の低減が図られると同時に、健康

増進やワーク・ライフ・バランスが確保されている。 

○ 環境への配慮や自然とのふれあいを通じた健康で心豊かなライフスタイルやワークスタイルが

実現し、それが魅力となって移住者や定住者が増加している。 

 

Ⅰ 主な事例紹介                                        

 
飲食店での食べ残しの削減を図るため、「新ドギーバッグ（持ち帰り容器）デザインコンテスト」

を開催するとともに、優秀作品のデザインによる持ち帰り容器の制作し、エコ協力店等の飲食店と

連携した普及啓発活動を実施するなど、環境にやさしく健康で質の高い生活を推進しました。 

 

Ⅱ 個別施策の取組状況                                     

（１）環境にやさしく健康で質の高い生活の推進（環境生活部、保健福祉部、商工労働観光部、農林水産

部、県土整備部） 

■ 持続可能なライフスタイルと消費活動 

○ 温室効果ガス排出量の 2050 年度実質ゼロに向けた県民運動の展開、岩手県地球温暖化防止

活動推進センターを拠点とした普及啓発等を実施しました。【再掲】 

○ 県民、事業者、市町村等の各主体との連携による３Ｒの促進、リサイクル製品の開発等に取

り組む事業者への支援等を実施するほか、広報媒体を活用した県民に対する３Ｒの普及啓発を

実施しました。 

○ エシカル消費の普及啓発と連動させ、消費者に対し、食品ロス等の削減に関する啓発資材を

出前講座等で配付するなど、普及啓発を実施しました。（消費者教育関連セミナー実施回数：

141 回）【再掲】 

○ 飲食店での食べ残しの削減を図るため、「新ドギーバッグ（持ち帰り容器）デザインコンテス

ト」を開催するとともに、優秀作品のデザインによる持ち帰り容器の制作し、エコ協力店等の

飲食店と連携した普及啓発活動を実施しました。 

○ 令和３年 12 月に策定した「岩手県食品ロス削減推進計画」に基づき、「食品ロス」の削減に

係る取組を推進するため、有識者や関係機関との意見交換を実施しました。 

 

■ 県産木材を活用した低炭素で健康な住まい 

○ 県産木材の利用を促進するため、県産木材を使用した住宅の新築やリフォームを支援（JAS

材の活用等を対象に上乗せ支援）しました。（県産木材を使用した住宅新築・リフォームへの支

援件数：142件） 

３ 環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実現 
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○ 県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な住宅ストックの形成を支援しました。（補助実

施件数：40件） 

○ 省エネ改修等に要する経費に対して補助金を交付し、ZEH 水準等の高い省エネ性能へ向上さ

せる取組を支援しました。（補助実施件数：７件） 

 

■ 徒歩・自転車移動等による二酸化炭素の削減と健康寿命の延伸 

○ ウォーキングコースを広く募集し、県民の歩行数増加及び運動習慣定着のための健康生活環

境を整備しました（地域のお宝さがしてプラス 2000歩マップ：令和４年度に 14コース追加）。 

○ 「岩手県自転車活用推進計画」に基づき、自転車通行空間の設計など、自転車の利用促進の

ための取組を推進しました。 

 

■ 環境負荷の低減につながるテレワークなど働き方改革等の推進 

○ 県内企業における働き方改革の促進と生産性向上を両輪とした取組を推進していくため、労

働環境の整備と処遇改善に向けた取組への支援や中小企業者が行うテレワークの導入を支援

しました。（いわて働き方改革推進運動参加事業者数：822事業者） 

○ 社会全体で子育て支援を行う意識の啓発や機運の醸成を図るため、「いわて子育て応援の店」

協賛店舗の拡大や「いわて子育てにやさしい企業等」の認証等を実施しました。（子育てにやさ

しい企業認証企業数：80社） 

 

■ 「新・湯治」等による健康寿命の延伸 

○ 県内全域への一層の誘客拡大を図るため、いわて観光キャンペーン推進協議会が行う宣伝・

誘客事業及び観光地づくりを推進しました。【再掲】 

○ 温泉の保護及び利用の適正化を図るため、温泉法に基づく温泉掘削、利用等の許可事務等を

実施しました。 

 

■ 人と動物の共生を目指したペットの適正飼養の推進 

○ 動物愛護思想や適正飼養に関する普及啓発を行う拠点機能に係る検討を共同設置者である

盛岡市と進めました。 

 

（２）森・里・川・海とつながるライフスタイルの充実（商工労働観光部、農林水産部、教育委員会）   

■ 自然体験活動等の推進 

○ 広く県民の森林・林業に対する理解の醸成を図るため、森林環境教育の拠点施設である森林

公園の機能強化に取り組むとともに、自然観察会や木工教室など広く県民の森林・林業に対す

る理解の醸成を図るイベントを開催しました。（イベント等参加者数：1,474 人） 

○ 新型コロナウイルス感染症による影響がありましたが、感染症予防対策を講じながら、ト

レッキングやマリンスポーツ、ウィンタースポーツ体験等、各青少年の家や野外活動センター

において体験活動を実施しました。 

 

■ 森・里・川・海の保全・再生に貢献する地方移住等の促進 

○ 本県への定住・交流人口の拡大を促進するため、相談窓口の運営やイベントの開催など、市

町村と連携し、全県的な移住促進の取組を実施しました。（移住・定住ポータルサイトのイベン

ト情報等の更新：221 件） 

○ Ｕ・Ｉターン就職者の増加を図るため、県外若手人材等に対し、本県で生活するメリットを

ＰＲするとともに、求人情報の提供や職業紹介等を実施しました。（岩手県Ｕ・Ｉターンセン

ター相談件数：969件） 

○ グリーン・ツーリズム交流人口の拡大に向け、各地域の交流活動をコーディネートする組織

が開催する研修会に専門家を派遣しました。（派遣回数：５回）【再掲】 

○ 多様な旅行者ニーズに対応可能なグリーン・ツーリズム実践者の確保・育成に向けた講座を

開催しました。（講座開催回数：６回）【再掲】 
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■ 新たな木材需要の創出及び消費者等の理解の醸成 

○ 県産木材の販路拡大を図るため、全国規模の木材製品展示商談会への出展支援などを実施し

たほか、県産木材の利用促進を働きかけるＰＲイベントを開催しました。（出展者数：15 者）。

【再掲】 

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保

全活動を支援しました。（県民参加の森林づくり活動団体数：31団体） 

 

Ⅲ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 

計画目標値

R12（2030） 

実績値 

R4（2022） 

現状値との

比較 

自然に恵まれていると感じてい

る人の割合 
％ 78.9 

向上を 

目指す 
81.6 向上 

住まいに快適さを感じている人

の割合 
％ 47.6 

向上を 

目指す 
48.9 向上 

 

（２） 点検結果 

総合的指標２指標（自然に恵まれていると感じている人の割合、住まいに快適さを感じている人

の割合）が向上であり、個別施策の取組状況を踏まえ、「環境にやさしく健康で心豊かな暮らしの実

現」分野の進捗状況は「順調」と判断しました。 
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【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 省エネルギー性能に優れた設備や機器、再生可能エネルギーを導入した住宅が普及するととも

に、健康にも配慮した快適で便利なくらしが実現している。 

○ 再生可能エネルギーの導入が進み、市町村等の地域のエネルギーシステムが構築され、災害に

も強い、快適で安全・安心な地域社会が形成されている。再生可能エネルギーの需給関係を通じた

地域のつながりや新たな産業の創出により、地域社会や経済が活性化し、持続的な脱炭素社会を

実現している。 

○ 森林整備の必要性に対する理解や木材資源の利活用が進むとともに、本県の豊かな森林の適切

な管理が行われ、森林の持つ二酸化炭素吸収源としての機能が持続的に発揮されている。 

 

Ⅰ 主な事例紹介                                        

 

岩手県地球温暖化対策実行計画を改訂し、省エネルギー対策の推進、再生可能エネルギーの導入

促進、森林吸収減対策など多様な手法による地球温暖化対策の推進により、2030 年度の温室効果ガ

ス排出量を 2013 年度比で 57％削減する新たな目標を設定するなど、気候変動対策を推進しました。 

 

Ⅱ 個別施策の取組状況                                    

（１）省エネルギー対策の推進（ふるさと振興部、環境生活部、県土整備部）              

■ エネルギー消費の少ないライフスタイルへの転換 

○ 温室効果ガス排出量の 2050 年度実質ゼロに向けた県民運動の展開、岩手県地球温暖化防止活

動推進センターを拠点とした普及啓発等を実施しました。【再掲】 

○ いわてわんこ節電所 

県民の地球温暖化に関する意識を高め、自主的な取組促進につなげることを目的に、県民の省

エネ行動の成果をウェブサイト上で分かりやすく表示する「いわてわんこ節電所」を運営しまし

た。（令和４年度の参加者数：11,450人） 

○ 地球温暖化を防ごう隊 

自主的に温暖化対策に取り組もうとする県内小学校の児童を「地球温暖化を防ごう隊員」に任

命し、「隊員証」と「地球温暖化を防ごう隊員ノート」を配付しました。家庭における省エネを進

めようとする取組で、平成 16 年度から令和４年度までに県内で 39,127 人が取り組んでいます。 

○ 岩手県地球温暖化防止活動推進センターの活動 

本県の地球温暖化対策の普及啓発を図るため、省エネ節電キャンペーンの実施や地域への岩手

県地球温暖化防止活動推進員の派遣など様々な取組を進めました。 

○ 省エネ住宅の普及促進に向けた、省エネ住宅に関する相談・アドバイスの実施、省エネ住宅セ

ミナー、省エネ診断を実施しました。（セミナー開催回数：１回） 

○ 県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な住宅ストックの形成を支援しました。（補助実施

件数：40件）【再掲】 

○ 市町村等と連携して家庭系ごみの削減を推進するとともに、ごみの分別、使い捨てプラスチッ

クの使用抑制、食品ロスの削減の３つのマナーを掲げる「いわて三ツ星 eco マナーアクション」

の定着に向けて、普及啓発の取組を推進しました。 

第２章 環境分野別施策 

１ 気候変動対策 
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■ 事業活動における低炭素化の推進 

○ 県内の多くを占める中小事業者の温暖化対策を推進するため、高効率な省エネルギー設備（Ｌ

ＥＤ照明、空調設備、給湯設備、変圧器）の導入を支援しました。（補助件数：35件）【再掲】 

○ エネルギー使用量の把握や省エネルギー性能の高い設備・機器の自主的かつ計画的な導入を促

進するため、「県民の健康で快適な生活を確保するための環境の保全に関する条例」に基づき、二

酸化炭素の排出量が相当程度多い事業者に地球温暖化対策計画書の提出を求めています。 
○ 温暖化防止いわて県民会議において、冬季の省エネ・節電等の取組を行い優れた取組を表彰す

る「できることからＥＣＯアクション表彰」を行いました。（参加団体：42 団体） 
○ 令和４年９月、令和５年１月に県及び市町村等で構成する「家庭ごみ有料化減量化研究会」を

開催し、ごみ処理手数料有料化や令和４年４月に施行された「プラスチック資源循環促進法」へ

の対応等、市町村のごみ減量化施策に関する意見交換を行いました。【再掲】 

○ 県民、事業者、市町村等の各主体との連携による３Ｒの促進、リサイクル製品の開発等に取り

組む事業者への支援等を実施するほか、広報媒体を活用した県民に対する３Ｒの普及啓発を実施

しました。 

○ グリーン購入基本方針等に沿って、環境に配慮した製品の購入に努めました。【再掲】 

 

■ 自動車交通における低炭素化の推進 

○ 地球温暖化による気温上昇に伴う気候変動の影響とその対策について、イベント（パネル展示

会）による普及啓発を行うことで、対策の実践を促しました。【再掲】 

○ 気候変動について理解を深め、温室効果ガス削減効果の高い緩和策及び気候変動への適応策に

ついて、広く県民へ啓発し、取組実践に繋げることを目的としてパネル展示会「いわて気候変動

対策展 2022」を実施し、6,180名の来場がありました。 

○ 気候変動の影響について、県民に身近なメディアを用いて理解増進を図るため、気候変動メッ

セージ動画を制作し、令和４年 11月８日～12月９日の期間で 45本放送しました。 

○ 主要交差点における混雑箇所の解消・緩和に向けて、道路整備等の推進を図りました。 

○ 地球温暖化対策を積極的に行っている事業所を「いわて地球環境にやさしい事業所」として認

定する制度及び普及啓発を実施するとともに、温暖化対策計画書制度に基づき事業者への助言及

び指導を実施しました。 

 

■ 低炭素なまちづくり 

○ 県産木材を活用した岩手型住宅などの良質な住宅ストックの形成を支援しました。（補助実施

件数：40件）【再掲】 

○ 都市交通の円滑化等を図るため、都市計画道路の整備（４箇所）を推進しました。【再掲】 

○ 三陸鉄道の持続的な運営を支援するため、関係市町村と連携した利用促進に加え、三鉄沿線地

域の魅力発信と誘客拡大のための事業を実施しました。 

○ 地球温暖化対策を積極的に行っている事業所を「いわて地球環境にやさしい事業所」として認

定する制度及び普及啓発を実施するとともに、温暖化対策計画書制度に基づき事業者への助言及

び指導を実施しました。【再掲】 

○ 「岩手県自転車活用推進計画」に基づき、自転車通行空間の設計など、自転車の利用促進のた

めの取組を推進しました。【再掲】 

 

■ 二酸化炭素以外の温室効果ガス排出 

○ フロン製品の適正な使用及びフロンの適切な回収を周知するため、県民への周知や事業所への

立入検査を実施しました。 

 

（２）再生可能エネルギーの導入促進（ふるさと振興部、環境生活部、農林水産部、県土整備部、企業局） 

■ 自立・分散型エネルギーシステムの構築 

○ 災害に強い街づくり及び再生可能エネルギー普及促進の一環として、東日本大震災津波の被災

者が住宅の修繕や新築を行う際に、新たに太陽光発電設備を設置する場合に要する経費の一部を

支援しました。（補助実績：５件）【再掲】 
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○ 家庭・産業の省エネルギー化、再生可能エネルギーの導入促進に取り組み、温室効果ガス排出

量の削減を図りました。 

 

■ 地域に根差した再生可能エネルギーの導入促進 

○ 環境影響評価技術審査会において「促進区域の設定に関する岩手県基準」に対する意見を頂戴

し、自然環境への配慮に努めたほか、国及び県補助金の紹介などの助言等を行ったことで、事業

者の再生可能エネルギー導入促進に努めました。 

○ 令和４年度、「促進区域の設定に関する岩手県基準」を新たに策定するにあたり、パブリック・

コメントを実施し、県内市町村及び事業者の適切な導入促進のための基準を策定しました。 

○ 地熱発電については、「いわて気候変動対策展 2022」においてパネル展示を行い、地熱発電に

関する理解促進に努めました。 

○ 再生可能エネルギー事業者等に対し、環境省及び経済産業省ガイドラインに沿った再エネ発電

設備の設置について助言しました。 

○ 県民、事業者や団体等を対象としたセミナー等を開催し、地域に根ざした再生可能エネルギー

の導入促進や、関連産業の創出、育成に取り組みました。 

○ 事業者向けに国及び県事業の補助事業を紹介する説明会を実施し、地元企業への参入に向けた

支援を行いました。 

○ 農村地域に賦存する再生可能エネルギーの有効活用を図るため、農業水利施設への小水力発電

整備を実施しました。 

○ 経年劣化が進行している風車など主要機器を更新し、再生可能エネルギーの維持拡大を図る稲

庭高原風力発電所再開発事業は、世界的な新型コロナウイルス感染症の影響により、営業運転に

必要な海外製一部部品の納入に遅れが生じておりましたが、令和４年７月に完成・運転開始しま

した。 

○ 経年劣化が進行している水車発電機など主要機器を更新し、再生可能エネルギーの維持拡大を

図る入畑発電所及び胆沢第二発電所の再開発事業は、概ね計画どおり進捗しました。 

○ 「岩手県企業局クリーンエネルギー導入支援事業」により、市町村等が地域の公共施設に小規

模なクリーンエネルギー設備を設置する場合に要する経費を支援しました。（支援実績：15件） 

○ 三陸の海の資源である海洋再生可能エネルギーの利用が期待されていることから、関連産業創

出に向け、研究開発事業や関連産業の創出、発電事業の実現を支援しました。（シンポジウムの開

催回数：１回） 

○ 再生可能エネルギーの導入促進に向けた支援や電力系統への連携可能量拡大に向けた送配電

網増強施策の展開について国へ要望しました。 

○ 環境影響評価法又は岩手県環境影響評価条例に基づき、９件の電気工作物の新築等の事業にお

いて、環境影響評価技術審査会を開催し事業者へ意見を述べました。（全て法アセス） 

○ 畜産主要産地として発展が期待される地域において、担い手育成を通じた畜産業の構造改善を

図るため、飼料基盤や施設の整備を支援しました。【再掲】 

○ 木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムの開催や市町村等に木質バイオマスコー

ディネーターを派遣し技術指導等を実施しました。（派遣実績：６件）【再掲】 

○ 北上川上流流域下水道北上浄化センターにおいて、汚水処理に伴い発生する消化ガス（バイオ

ガス）を発電用燃料として民間事業者に売却しました。民間事業者は、消化ガス発電を行い売電

しました。 

 

■ 水素の利活用推進 

○ 再生可能エネルギー由来の水素の利活用推進や水素関連製品の普及促進、水素利活用に関する

県民や事業者等への理解促進などに取り組むほか、水素関連産業の可能性調査を実施しました。

（勉強会開催：４回、85人）【再掲】 

 
（３）適切な森林整備等による森林吸収源対策の推進（農林水産部）                   

■ 適切な森林整備の促進 

○ 二酸化炭素の吸収・固定など森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、間伐・再造

林などの森林整備に取り組みました。（再造林面積：804ha）【再掲】 
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○ 森林の持つ公益的機能を持続的に発揮させるため、針葉樹と広葉樹の混交林化を進める強度間

伐や伐採跡地への植栽のほか、気象被害を受けた森林の整備等を支援しました。（整備件数：197

件） 

 

■ 木材資源の有効利用の促進 

○ 県産木材の新たな需要創出を図るため、県産木材活用住宅等のＰＲ、木造建築設計技術者等の

養成、木造建築アドバイザーによる技術指導等を実施しました。（研修会の回数：５回）【再掲】 

○ 木質バイオマスの利用を促進するため、フォーラムの開催や市町村等に木質バイオマスコー

ディネーターを派遣し技術指導等を実施しました。（派遣実績：６件）【再掲】 

○ 持続的な森林経営を推進するため、県有林が実施した計画的な間伐による二酸化炭素吸収量を

クレジット化し、販売収益を県有林事業に還元しました。（販売実績：93件） 

○ 薪の生産・流通に係るアンケート調査結果を踏まえ、令和５年度から令和８年度までを計画期

間とする「いわて木質バイオマスエネルギー利用展開指針（第３期）」を策定しました。【再掲】 

 
（４）地球温暖化に伴う気候変動の影響への適応（環境生活部）                    

■ 地球温暖化に伴う気候変動の影響への適応 

○ 地域気候変動適応センター設置に向けた情報収集を行いました。 

○ 気候変動について理解を深め、温室効果ガス削減効果の高い緩和策及び気候変動への適応策に

ついて、広く県民へ啓発し、取組実践に繋げることを目的としてパネル展示会「いわて気候変動

対策展 2022」を実施し、6,180名の来場がありました。【再掲】 

○ 気候変動の影響について、県民に身近なメディアを用いて理解増進を図るため、気候変動メッ

セージ動画を制作し、令和４年 11月 8日～12月 9日の期間で 45本放送しました。【再掲】 

 

 

Ⅲ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4（2022） 

達成度 

R12（2030） R4（2022） 

温室効果ガス排出削減

割合（2013年度比） 
％ 

16.6 
（H29 2017） 

41 ②22.1 ②30.3 Ａ 

再生可能エネルギーに

よる電力自給率 
％ 34.4 65 37.0 41.0 Ａ 
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（２） 施策推進指標の状況 

 

指標名 単位 現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4(2022） 

達成

度 - R4（2022） 

省エネ活動を実施している

県民の割合 
％ 86.4 

87.5 

（2022） 
87.5 84.3 Ｂ 

いわて地球環境にやさしい

事業所認定数 

事業

所 
211 

272 

（2022） 
272 308 Ａ 

乗用車の登録台数に占める

電動車の割合 
％ 17.4 

29.0 

（2025） 
25.7 24.7 Ｂ 

再生可能エネルギー導入量

（累計） 
ＭＷ 1,444 

2,081 

（2025） 
1,687 1,833 Ａ 

住宅用太陽光発電設備導入

件数（累計） 
件 29,145 

38,500 

（2025） 
29,700 33,927 Ａ 

農業水利施設を活用した小

水力発電導入数（累計） 
箇所 8 

10 

（2022） 
10 10 Ａ 

チップの利用量 BDt[注] 229,064 
233,800 

（2022） 
233,800 299,810 Ａ 

間伐材利用率 ％ 42.0 
42.8 

（2022） 
42.8 43.0 Ａ 

再造林面積 ha 830 
1,000 

（2022） 
1,000 804 Ｄ 

気候変動対策に関する総合

イベント参加者数（オンラ

インを含む）（累計） 

人 
6,851 

 

20,000 

（2022） 
20,000 17,836 Ｂ 

［注］ＢＤｔ：重量を表す単位であり、絶乾比重（含水率０％）に基づき算出された実重量を指す。 

・ 再造林面積は、国や県の補助事業等を活用した再造林を促進しましたが、木材の需要減に伴う主伐面
積の減少により、その後の再造林の面積も減少したため、達成度はＤとなりました。 

 

（３） 点検結果 

総合的指標２指標（温室効果ガス排出削減割合（2013 年度比）、再生可能エネルギーによる電力自給

率）の達成度がＡであり、施策推進指標の達成度も１指標を除き、ＡまたはＢであったことから、各

施策は順調に進められていると認められ、「気候変動対策」分野の進捗状況は「順調」と判断しました。 
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【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 廃棄物の発生が可能な限り抑制され、資源の循環利用（再使用・再生利用）が徹底した社会が確

立されている。 

○ 災害に強く、循環利用が考慮された持続可能な廃棄物処理体制が構築されている。 

○ 廃棄物の適正処理が確保され、良好な生活環境が維持されている。 

 

Ⅰ 主な事例紹介                                        

 

 

青森県境産業廃棄物不法投棄

事案に係る原状回復について、汚

染土壌及び地下水の浄化対策に

取り組んだ結果、令和４年度で事

業完了となりました。 

また、不法投棄の原因者等に対

する徹底した責任追及や、事案に

係る広報を実施するなど、廃棄物

の適正処理を推進しました。 

 

 

 

Ⅱ 個別施策の取組状況                                    

（１）廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用（３Ｒ）の推進（環境生活部、農林水産部、県土整備部）              

■ 一般廃棄物の抑制及び適正な処理の推進 

○ 令和４年９月、令和５年１月に県及び市町村等で構成する「家庭ごみ有料化・減量化研究会」

を開催し、ごみ処理手数料有料化や令和４年４月に施行された「プラスチック資源循環促進法」

への対応等、市町村のごみ減量化施策に関する意見交換を行いました。 

○ 岩手県３Ｒ推進キャラクター「エコロル」を活用し、保育園訪問及びエコ協力店におけるＰＲ

活動等による３Ｒの普及啓発を行いました。 

○ 食品ロス削減月間（10 月）、年末年始及び歓送迎会シーズンに合わせて、「もったいない・いわ

て☆食べきりキャンペーン」を実施し、3010 運動や適量注文等食べ残し削減の呼びかけを行いま

した。 

○ 廃棄物処理施設整備に係る指導監督並びに産業廃棄物処理業、産業廃棄物処理施設の許可及び

監視指導を行いました。 

○ 各種リサイクルの円滑な推進に向け、市町村への助言や県民への普及啓発等を実施しました。 

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等に対

する支援や、環境保全活動の促進、情報発信等を実施したほか、海洋ごみの分布調査を実施しま

した。（海ごみゼロウイークに参加して河川・海岸の清掃活動を行った団体数：14団体） 

 

■ 産業廃棄物の抑制及び適正な処理の推進 

○ 「産業・地域ゼロエミッション推進事業」により、令和５年３月末で県内延べ 140事業者によ

る産業廃棄物等の３Ｒの取組を支援しました。【再掲】 

○ 一定の基準を満たすリサイクル製品について、「岩手県再生資源利用認定製品」として認定し

た製品は令和５年３月末で 169製品であり、県ウェブサイト等でＰＲするとともに、県自ら優先

的な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大を推進しました。【再掲】 

○ フロン製品の適正な使用及びフロンの適切な回収を周知するため、県民への周知や事業所への

立入検査を実施しました。【再掲】 

２ 循環型地域社会の形成 
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○ 畜産主要産地として発展が期待される地域において、担い手育成を通じた畜産業の構造改善を

図るため、飼料基盤や施設の整備を支援しました。【再掲】 

○ 農業協同組合、市町村及び県等で構成する地域協議会を通じ、農業者に対して適正処理に係る

啓発資料の配付や指導を実施しました。 

○ 漁業者自らの責任で漁業系廃棄物の適正処理が図られるよう、関係団体と連携して漁業者への

指導に取り組みました。 

○ 国の「公共建設工事における「リサイクル原則化ルール」」に基づき、再生資源の利用に取り組

みました。 

○ 汚水処理において発生する汚泥焼却灰については、セメント原料への利用に取り組みました。 

 

■ 海岸漂着物対策 

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等に対

する支援や、環境保全活動の促進、情報発信等を実施したほか、海洋ごみの分布調査を実施しま

した。（海ごみゼロウイークに参加して河川・海岸の清掃活動を行った団体数：14 団体）【再掲】 

 

（２）災害に強く持続可能な廃棄物処理体制の構築（環境生活部）                            

○ 一般廃棄物処理施設の広域化の取組の進捗状況に応じて、市町村等の協議会に参画し、処理体

制の構築や施設整備・維持管理等に関する助言を行いました。 

○ 近年頻繁に発生している自然災害によって生じる災害廃棄物の処理体制を平時から構築する

ため、市町村に対し説明会を実施し、市町村の災害廃棄物処理計画策定の支援に取り組みました。

（処理計画策定済み市町村数：25市町村） 

○ 「いわてクリーンセンター」について、安定運営に向けた必要な支援を実施し、公共関与によ

る産業廃棄物処理を推進しました。 

○ 「いわて第２クリーンセンター」について、ＰＦＩ事業契約に基づき、運営・維持管理モニタ

リングを行い、公共関与による産業廃棄物処理を推進しました。 

○ いわてクリーンセンターの後継となる公共関与型産業廃棄物最終処分場について、円滑に工事

が進捗するよう事業主体である（一財）クリーンいわて事業団への支援を行いました。 

 

（３）廃棄物の適正処理の推進（環境生活部、農林水産部）                      

○ 廃棄物処理施設整備に係る指導監督並びに産業廃棄物処理業、産業廃棄物処理施設の許可及び

監視指導を実施しました。【再掲】 

○ 産業廃棄物不適正処理の未然防止のため、産業廃棄物適正処理指導員による監視指導やスカイ

パトロール等を実施しました。（施設等立入検査件数：27,822件） 

○ 産業廃棄物処理業者の格付け制度により、優良な処理業者の育成に努め、令和５年３月末で 99

事業者を認定（★★★30件、★★58件、★11件）しました。【再掲】 

○ 畜産主要産地として発展が期待される地域において、担い手育成を通じた畜産業の構造改善を

図るため、飼料基盤や施設の整備を支援しました。【再掲】 

○ 青森県境産業廃棄物不法投棄事案に係る原状回復については、汚染土壌及び地下水の浄化対策

に取り組んだ結果、令和４年度で事業完了となりました。また、不法投棄の原因者等に対する徹

底した責任追及や、事案に係る広報を実施しました。 
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Ⅲ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 
計画目標値 年度目標値 実績値 

R4（2022） 
達成度 

R12（2030） R4（2022） 

一般廃棄物のリサイク
ル率 

％ 18.2 ⑪27.0 ③21.2 ③17.1 Ｄ 

産業廃棄物の再生利用
率 

％ 
60.6 

（H30 2018） 
⑪61 ③61 ③58.6 Ｂ 

・ 「一般廃棄物のリサイクル率」は、店頭資源回収の定着による市町村計画収集以外の資源リサイクル
の増加のほか、新型コロナウイルス感染症の影響による集団資源回収の中止や、在宅時間増加によるリ
サイクルされない片付けごみ排出量の増加により、達成度はＤとなりました。 

 

（２） 施策推進指標の状況 

・ エコショップいわて認定店等による店頭資源回収量は、系列店舗の統合により回収品目数が減少した
店舗が複数あったため、達成度はＤとなりました。 

・ 災害廃棄物処理計画策定市町村数（累計）は、リモート研修等により計画策定を支援しましたが、市
町村において計画策定に必要なデータ整理や災害廃棄物仮置場設置地区への説明等に時間を要したた
め、達成度はＣとなりました。 

 

（３） 点検結果 

総合的指標１指標（一般廃棄物のリサイクル率）の達成度がⅮであったものの、１指標（産業廃棄物

の再生利用率）の達成度がＢであり、施策推進指標の達成度は半数以上がＡであったことから、各施策

は概ね順調に進められていると認められ、「循環型地域社会の形成」分野の進捗状況は「概ね順調」と判

断しました。 

  

指標名 単位 
現状値 

R1(2019) 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4(2022) 

達成

度 - R4(2022) 

エコ協力店いわて認定店舗数 店舗 225 
226 

（2022） 
226 293 Ａ 

エコショップいわて認定店等によ

る店頭資源回収量 
トン 1,542 

2,200 

（2025） 
1,900 1,031 Ｄ 

事業者等の３Ｒ推進の取組に対す

る支援実施件数（累計） 
件 118 

131 

（2022） 
131 140 Ａ 

産業廃棄物の自県内処理率 ％ ㉙ 94.1 
97.5 

（2025） 
③97.5 ③95.5 Ｂ 

災害廃棄物処理計画策定市町村数

（累計） 

市町

村数 
8 

33 

（2022） 
33 25 Ｃ 

産業廃棄物適正処理率 ％ 99.6 
100 

（2025） 
100 99.8 Ａ 

電子マニフェスト普及率 ％ 62 
70 

（2022） 
70 76 Ａ 

青森県境産業廃棄物不法投棄事案

に係る浄化完了済み地区の割合 
％ 80.0 

100 

（2022） 
100.0 100.0 Ａ 
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【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 森や里、川、海の優れた自然環境が適切に保全されるとともに、生物の多様性や地域固有の生

態系が確保され、人と野生動植物が共生している。 

○ 優れた景観や自然環境を有する自然公園、身近な自然とのふれあいの場である森林公園や都市

公園等が適切に保護・管理され、野外レクリエーションの場、環境を学ぶ場として多くの県民に親

しまれ、利用されている。 

○ 環境に配慮した農林水産業の展開や、環境と調和した農地等の利用により、森林、農地、海岸の

環境保全機能が持続的に発揮されている。 

 

Ⅰ 主な事例紹介                                        

 
 

ツキノワグマの市街地出没に対応するための訓練等を実施するとともに、シカ及びイノシシの生

息数増加による自然生態系への影響、農林業被害の低減を図るため、捕獲を推進するなど、野生動

植物との共生を推進しました。 

 

 

Ⅱ 個別施策の取組状況                                    

（１）生物多様性の保全（環境生活部、農林水産部、県土整備部）                   

■ 多様な自然環境の保全 

○ 自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関係機関、ボランティア等との連携・協働により、

外来植物の防除活動を実施するとともに、盗採パトロールや利用者のマナー指導等のキャンペー

ンを実施しました。  

〇 自然環境の保全に関する施策の総合的な推進を図るため、自然環境保全地域における行為の規

制を行いました。 

〇 岩手県自然環境保全条例、岩手県環境影響評価条例等に基づき、大規模開発に際し、自然環境

に配慮するよう助言・指導を行いました。 

○ 岩手県環境影響評価条例に基づく第２種事業に係る届出があり、判定を行ったほか、事業者等

からの問い合わせや事前相談の機会を通じ、適切に環境配慮がなされるよう助言・指導を行いま

した。 

○ いわてレッドデータブックの改訂に向けた生息状況調査を実施しました。 

３ 生物多様性の保全・自然との共生 

26



○ 絶滅のおそれがある種の生息環境の把握と改善のため、生息状況調査、生息地の環境保全等を

実施しました。 

 

■ 多様な動植物が生息・生育できる環境の確保 

○ 岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例及びいわての水を守り育てる条例

の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】 

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保全

活動を支援しました、（県民参加の森林づくり活動団体数：31団体）【再掲】 

○ 二酸化炭素の吸収・固定など森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、間伐・再造

林などの森林整備に取り組みました。（再造林面積：804ha）【再掲】 

○ 環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培技術や、

高度なＧＡＰの導入を支援しました。（県版ＧＡＰ確認登録及びＧＡＰ認証取得農場数：348 件）

【再掲】 

○ 「中山間地域等直接支払制度」を活用し、農業生産活動を通じて農地の多面的機能の維持・増

進に取り組む農業者を支援しました。（中山間地域等直接支払制度に基づく環境保全活動参加人

数：31,667人） 

○ 地域特性を生かした農業と活力ある農村づくりの促進等を図るため、地域の実情に応じた農業

生産基盤と農村生活環境基盤の整備を実施しました。（実施地区数：５地区） 

○ いきいきとした岩手の農業・農村を創り上げていくため、中山間地域等の耕作条件が不利な小

規模農地等を対象とした簡易な基盤整備を支援しました。（実施面積：29ha） 

○ 生物の生息環境や川が織りなす安らぎのある景観などに配慮した「多自然川づくり」により、

人と自然が調和する良好な水辺空間の保全と整備を推進しました。（整備実施箇所数：28 箇所）

【再掲】 

○ 公共用水域や地下水の水質を把握するため、262 地点の公共用水域、147 地点の地下水を測定

しました。 

○ 県漁場環境保全方針の重点監視水域における水質調査等を実施するとともに、二枚貝等を毒化

させる貝毒原因プランクトンの出現や貝毒の発生状況を監視しました。 

○ 適正な漁場利用の促進と漁場環境の維持・保全を図るため、水質や底質等の漁場環境調査等を

実施しました。 

○ 漁業者等が行う藻場・干潟の保全活動に対して支援しました。（藻場・干潟等の保全活動への支

援地区数：９地区、藻場・干潟等の保全活動面積：179ha） 

 

■ 野生動植物との共生の推進と鳥獣被害の抑制 

○ 関係機関の意見を踏まえ、鳥獣保護区 17箇所を更新しました。 

○ ツキノワグマ及びカモシカの地域個体群の安定的な維持と被害防除を図り、イノシシについて

は捕獲を中心とした適正管理を行いながら人と野生動物との共生を推進するため、捕獲技術マ

ニュアルを活用した捕獲技術講習会、ツキノワグマの市街地出没に対応するための訓練等を実施

しました。 

○ シカ及びイノシシの生息数増加による自然生態系への影響、農林業被害の低減を図るため、捕

獲を推進しました。 

○ 早池峰山周辺地域のシカ生息密度が増加し、シカによる高山植物の食害が増加していることか

ら、早池峰山周辺地域における捕獲を強化し、防鹿柵を設置しました。 

○ 狩猟者の増加を図るため、若年層に狩猟への参入を促すとともに若手狩猟者の育成を進め、中

長期的かつ安定した鳥獣捕獲の担い手確保を実施しました。 

○ 野生生物保護を推進し、幼傷病野生鳥獣救護の効率化を図るため、開業獣医師に一次救護業務

を委託するとともに、鳥獣保護センターによる幼傷病野生鳥獣救護を実施しました。 

○ 野生鳥獣による農作物被害を防止するため、有害捕獲や恒久電気柵等の設置、地域全体で行う

被害防止活動を支援するとともに、食肉加工を目的とするニホンジカの放射性物質検査を実施し

ました。【再掲】 

○ いわてレッドデータブックの改訂に向けた生息状況調査を実施しました。【再掲】 
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○ 早池峰山周辺地域のシカ生息密度が増加し、シカによる高山植物の食害が増加していることか

ら、早池峰山周辺地域における捕獲を強化し、防鹿柵を増設しました。【再掲】 

○ 絶滅のおそれがある種の生息環境の把握と改善のため、生息状況調査、生息地の環境保全等 

を実施しました。【再掲】 

 

■ 外来生物の駆除 

○ 特定外来生物生息状況の調査、県ウェブサイト等による周知等を実施しました。 

○ 自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関係機関、ボランティア等との連携・協働により、

外来植物の防除活動を実施するとともに、盗採パトロールや利用者のマナー指導等のキャンペー

ンを実施しました。【再掲】 

○ 松林及び広葉樹林を松くい虫及びナラ枯れ被害から守るため、松くい虫被害防除監視員等の設

置や被害木の駆除、被害発生の予防等を実施しました。 

○ 養殖ホタテガイでの作業負担の軽減を図るため、ヨーロッパザラボヤの付着状況を調査し、そ

の結果について、県ウェブサイト等を通じ、漁協や養殖業者に情報発信しました。 

 

■ 生物多様性に配慮した県民参加型の自然環境保全活動の促進 

○ いわてレッドデータブックの改訂に向けた生息状況調査を実施しました。【再掲】 

○ 特定外来生物生息状況の調査、県ウェブサイト等による周知等を実施しました。【再掲】 

○ 岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例及びいわての水を守り育てる条例

の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】 

○ 自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関係機関、ボランティア等との連携・協働により、

外来植物の防除活動を実施するとともに、盗採パトロールや利用者のマナー指導等のキャンペー

ンを実施しました。【再掲】 

○ ツキノワグマやイノシシ等の第二種鳥獣に係る管理検討委員会を開催し、シカの捕獲目標数や

ツキノワグマの捕獲方針等、第二種鳥獣管理計画について令和４年度の方針を検討し対策を促進

するとともに、中期的な取組について検討を行いました。 

○ 狩猟者の増加を図るため、若年層に狩猟への参入を促すとともに若手狩猟者の育成を進め、中

長期的かつ安定した鳥獣捕獲の担い手確保を実施しました。【再掲】 

○ 野生生物保護を推進し、幼傷病野生鳥獣救護の効率化を図るため、開業獣医師に一次救護業務

を委託するとともに、鳥獣保護センターによる幼傷病野生鳥獣救護を実施しました。【再掲】 

 

（２）自然とのふれあいの促進（環境生活部、農林水産部、県土整備部）                

■ 自然公園等の整備の推進及び利用の促進 

○ 自然環境保全地域や自然公園の保全のため、関係機関、ボランティア等との連携・協働により、

外来植物の防除活動を実施するとともに、盗採パトロールや利用者のマナー指導等のキャンペー

ンを実施しました。【再掲】 

○ 自然とのふれあいを促進するため、優れた自然環境を有する国立、国定、県立自然公園等の登

山道や遊歩道の改修等を実施しました。 

○ 三陸ジオパーク推進協議会と連携し、観光ガイドブックの三陸復興国立公園協会との共同制作

（2,500 部）を推進したほか、三陸ジオパーク推進協議会のウェブサイトや「三陸ジオだより」

等での情報発信を推進しました。 

○ 栗駒山の昭和湖付近の火山ガス濃度が高いことから、岩手県立大学と連携しガス濃度の観測等

を行い、登山者の安全対策を実施しました。 

○ 早池峰地域の優れた自然環境を保全し、自然と人間の共生を実現するため、民間団体、関係機

関等のパートナーシップによる保全対策事業を推進しました。 

 

■ 都市公園や森林公園等の整備の推進及び利用の促進 

○ 広く県民の森林・林業に対する理解の醸成を図るため、森林環境教育の拠点施設である森林公

園の機能強化に取り組むとともに、自然観察会や木工教室など広く県民の森林・林業に対する理

解の醸成を図るイベントを開催しました。（イベント等参加者数：1,474 人）【再掲】 

○ 岩手県公園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の整備・維持管理を実施しました。 
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■ 里山など身近な自然環境の整備・保全の推進 

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保全

活動を支援しました。（県民参加の森林づくり活動団体数：31団体）【再掲】 

 

■ エコツーリズムの推進 

○ 三陸ジオパーク推進協議会と民間業者等との連携協定に基づく、みちのく潮風トレイルコース

等を含むジオツアー「三鉄ジオトレイン」（２回、計 32人参加）の催行や教育旅行資料「いわて

三陸 まなびの旅」の作成、ジオタウン＠釜石（延べ約 1,680 人参加）の開催を推進しました。 

 

■ 三陸ジオパークに関する取組の推進 

○ 三陸ジオパーク推進協議会や構成市町村等と連携し、住民等を対象とした講習会・学習会の開

催を推進しました。（65回、2,812人）。 

○ 三陸ジオパーク活動を担う人材を育成するため、小学校を対象としたジオパーク授業を実施

（１校）したほか、三陸ジオパーク推進協議会と連携し、認定ガイド認定講座講習（全４回 24講

座・29 人受講）の開催を推進しました。【再掲】 

○ ジオパークを通じて三陸地域を担う人材を育成するため、小学校を対象とした公開モデル授業

を実施するとともに、三陸ジオパークのサイト等を活用した野外学習を推進するため、東日本大

震災津波伝承館と連携し、中学校向けのテキストを作成しました。（ジオパーク授業：３校、テキ

スト作成：1,000 部） 

 

■ 温泉の保護と安全安心な利用の推進 

○ 温泉資源の保護と利用者の安全確保を図るため、事業者等に対し、温泉の掘削や利用等に係る

指導を行うとともに、主要源泉の調査等を行いました。 

 

（３）森林、農地、海岸の環境保全機能の向上（環境生活部、農林水産部、県土整備部）          

■ 農地や森林の多面的機能の維持・増進 

○ 環境保全に効果の高い営農活動を進めるため、化学合成農薬・化学肥料を低減した栽培技術や、

高度なＧＡＰの導入を支援しました。（県版ＧＡＰ確認登録及びＧＡＰ認証取得農場数：348 件）

【再掲】 

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保全

活動を支援しました。（県民参加の森林づくり活動団体数：31団体）【再掲】 

○ 地域における森林整備活動を推進するため、森林の整備・保全等に関する幅広い専門知識と技

術を有し、地域に根ざした取組をコーディネートする人材を育成しました。（研修開催数：１回） 

○ 農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮のため、水路の泥上げや農道の砂利補充など、農

地や農業用水路等を守る地域共同活動を支援しました。（実施地区数：1,035地区） 

○ 「中山間地域等直接支払制度」を活用し、農業生産活動を通じて農地の多面的機能の維持・増

進に取り組む農業者を支援しました。（中山間地域等直接支払制度に基づく環境保全活動参加人

数：31,667人）【再掲】 

○ 森林の有する多面的機能を発揮させるため、森林所有者や地域住民等が協力して実施する森林

の保全管理や山村地域の活性化に資する取組を支援しました。（活動組織数：85 団体、里山林の

保全活動面積：985ha） 

 

■ 多様な森林の整備、保安林の適正配備の推進 

○ 森林の持つ公益的機能を持続的に発揮させるため、針葉樹と広葉樹の混交林化を進める強度間

伐や伐採跡地への植栽のほか、気象被害を受けた森林の整備等を支援しました。（整備件数：197

件）【再掲】 

○ 二酸化炭素の吸収・固定など森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、間伐・再造

林などの森林整備に取り組みました。（再造林面積：804ha）【再掲】 

○ 森林法に基づき、保安林整備事業、保安林整備管理事業及び森林保全管理事業を実施しました。 
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■ 様々な海の生き物の産卵・生育の場となる藻場・干潟の保全活動の促進 

○ 漁業者等が行う藻場・干潟の保全活動に対して支援しました。（藻場・干潟等の保全活動への支

援地区数：９地区、藻場・干潟等の保全活動面積：179ha）【再掲】 

 

■ 陸と海がつながる多様で豊かな水辺空間としての河川・海岸の保全 

○ 市町村が行う海岸漂着物の回収・処分、住民団体が行う海岸清掃等への取組支援と啓発活動を

行いました（海ごみゼロウィーク時に海岸清掃等を行った団体：14団体）。【再掲】 

○ 「いわての川と海岸ボランティア活動等支援制度」により、県が管理する河川、海岸において

地元自治会等が行う清掃や美化等のボランティア活動の支援を実施しました。（支援件数：62件） 

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等に対

する支援や、環境保全活動の促進、情報発信等を実施したほか、海洋ごみの分布調査を実施しま

した。（海ごみゼロウイークに参加して河川・海岸の清掃活動を行った団体数：14 団体）【再掲】 

 

■ 生態系に配慮した災害に強い県土づくり 

○ 山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設を整備しました。（実施地区数：37地区）

【再掲】 

○ 渓流環境の保全、生態系に配慮した透過型構造の砂防堰堤の整備に取り組みました。 

 

Ⅲ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4（2022） 

達成

度 R12（2030） R4（2022） 

イヌワシつがい数 ペア 27 29 29 26 Ｂ 

自然公園ビジターセン

ター等利用者数 
千人 

420 

(2010～19 平均) 
470 470 486 Ａ 

 

（２） 施策推進指標の状況 

指標名 単位 
現状値 

R1(2019) 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4(2022) 

達成

度 - R4(2022) 

イヌワシの繁殖率 ％ 7.4 
14.0 

（2022） 
14.0 3.8 Ⅾ 

狩猟免許所持者数 人 3,268 
3,268 

（2022） 
3,268 3,735 Ａ 

グリーンボランティア登録者数 人 226 
230 

（2022） 
230 225 Ｂ 

ジオパーク学習会等の参加者数

（オンラインを含む）（累計） 
人 

1,648 

(2020) 

3,200 

（2022） 
3,200 6,161.0 Ａ 

主要ジオサイトの観光入込客数 千人 1,203 
1,115 

(2022) 
1,115 1,219.0 Ａ 

農山漁村の環境保全活動への参

加人数 
人 126,100 

123,500 

（2022） 
123,500 129,870  Ａ 

県民参画による公益的な機能を

重視する森林整備面積（累計） 
ha 16,666 

20,780 

（2022） 
20,780 18,468 Ⅾ 

・ イヌワシの繁殖率は、餌の不足やクマなどの捕食者による危害、大雨・大雪・暴風などの気象状況等
の自然的なものに加え、営巣地周辺への人の立ち入り等の影響により、達成度はＤとなりました。 

・ 県民参画による公益的な機能を重視する森林整備面積（累計）は、森林所有者や林業事業体への森林
整備の働きかけなどに取り組みましたが、植林やそれに伴う育林作業が増加したことにより、間伐を担
う作業員の確保が難しいほか、事業の対象となる森林が奥地化していること等により、施工可能な森林
の確保が進まなかったため、達成度はＤとなりました。 
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（３） 点検結果 

総合的指標２指標（イヌワシつがい数、自然公園ビジターセンター等利用者数）の達成度がＡまた

はＢであり、施策推進指標は２指標を除き、ＡまたはＢであったことなどから、各施策は順調に進めら

れていると認められ、「生物多様性の保全・自然との共生」分野の進捗状況は「順調」と判断しました。  
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【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 環境基準を満たすとともに、安全で安心できるきれいな大気や静かな環境の中で、豊富な水の

恩恵を受けながら、県民生活が営まれている。 

○ 化学物質による環境汚染が防止されているとともに、化学物質に関する県民の理解が深まり、

安全・安心な県民生活が営まれている。 

○ 有害な化学物質等について、適切な監視、測定や指導等により、適正な管理や使用が行われ、水

や大気等の安全性が守られている。 

○ 環境影響評価制度等に基づく基準が遵守され、大規模な開発事業等における環境への影響の回

避や低減が図られている。 

 

Ⅰ 主な事例紹介                                        

 

風力発電事業の計画初期段階の配慮事項や評価手法等を記載した配慮書作成ガイドラインを作

成するなど、環境影響評価制度の適切な運用と適正な土地利用を促進しました。 

 

Ⅱ 個別施策の取組状況                                    

（１）大気環境の保全（環境生活部）                                

○ 大気の汚染実態の把握のため、大気環境の常時監視を実施しました。また、大気環境における

有害大気汚染物質の常時監視を実施するともに、事業者に対して排出又は飛散の抑制等を啓発し、

事業者の自主的な排出等の抑制を促進しました。 

○ オゾン層の破壊を防止するため、フロン類の回収及び破壊の確保を図りました。 

 

（２）水環境の保全（環境生活部、農林水産部、県土整備部）                      

○ 公共用水域や地下水の水質を把握するため、262 地点の公共用水域、148 地点の地下水を測定

しました。【再掲】 

○ 有害物質等を排出する事業者への立入検査及び排水検査を実施しました。 

○ 早池峰ダム貯水池の水質環境基準類型の見直しを実施しました。また、高家川に係る水質環境

基準類型の見直し調査を業務委託により実施しました。 

○ 市町村の公共下水道や農業集落排水施設、漁業集落排水施設、浄化槽に係る事業に対し財政的

支援を行い、汚水処理施設の整備を促進しました。【再掲】 

○ 家庭の生活排水による水環境への影響について、小学生等を対象に出前講座を 10 回開催しま

した。【再掲】 

○ 北上川上流流域下水道及び磐井川流域下水道を整備しました。 

○ 県及び関係市村が指定検査機関と連携し、浄化槽台帳の精査及び法定検査を受検していない浄

化槽管理者への指導等を実施しました。 

 

４ 環境リスクの管理 

【ガイドラインの主な内容】 

○地域とのコミュニケーションの進め方 

・市町村や県への適切な事前相談 

・地域住民への十分な周知と説明 

・促進区域の設定と連携した地域の環境配慮の考え方の反映 

○配慮書作成のポイント 

・複数案による環境影響の比較検討の実施 

・自然条件及び社会条件等を適切に考慮した事業区域の設定 

・騒音、水質、動植物などの環境影響の回避・極力低減を検討 
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（３）土壌環境及び地盤環境の保全（環境生活部）                           

○ 公共用水域や地下水の水質を把握するため、262 地点の公共用水域、147 地点の地下水を測定

しました。【再掲】 

○ 有害物質等を排出する事業者への立入検査及び排水検査を実施しました。【再掲】 

 

（４）騒音・振動・悪臭対策の推進（環境生活部）                            

○ 新幹線の騒音・振動測定を実施し、測定結果を事業者へ情報提供するとともに、環境基準が未

達成な地域の騒音等の防止対策の推進について各事業者に要望しました。 

○ 花巻空港周辺地域において航空機騒音の測定を実施し、環境基準値以下であることを確認しま

した。 

○ 悪臭公害は、近年、発生源が飲食店やサービス業等多岐にわたっていることから、市町村と連

携して悪臭苦情への対応を行いました。 

○ 県内の 11 町村の監視地域を４か年間で一巡して実施するよう計画し、自動車騒音常時監視を

行っています。令和４年度は３町において測定を実施し、一部地域において環境基準を超過した

地点がありましたが、環境省令で定める要請限度を超過した地点はありませんでした。  

 

（５）化学物質の環境リスク対策の推進（環境生活部）                            

○ ＰＲＴＲ法に基づく届出に係る事務の実施により、化学物質の適正管理や排出削減を促進する

とともに、使用状況を把握しました。【再掲】 

○ 事業者の環境負荷低減に向けた自主的な取組を促進するため、環境報告書バンクの運営やセミ

ナー等を実施しました。（環境報告書バンク掲載件数：466件（累計）、セミナー開催：1件）【再

掲】 

○ 化学物質による環境汚染の未然防止を図るため、大気、河川水、河川底質および生物に含まれ

る化学物質（18物質）の調査及び未規制物質の分析法（２物質）の開発を行いました。 

○ 有害化学物質の排出状況を把握するために、水質汚濁防止法に基づく対象事業場への立入（423

件）、大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設等への立入（273件）を行うなど、関係法令に基づ

く指導を実施しました。 

○ 大気、河川水、地下水、土壌の一般環境中及び発生源周辺のダイオキシン類の常時監視を実施

しました。 

 

（６）監視・測定体制の強化・充実と公害苦情等への的確な対応（環境生活部）                           

○ 環境保全対策の推進を図るため、研修会等の開催・参加、公害防止知識の普及啓発及び大気常

時監視測定機器等の整備を実施しました。 

○ 化学物質による環境汚染の未然防止を図るため、大気、河川水、河川底質および生物に含まれ

る化学物質（18物質）の調査及び未規制物質の分析法（２物質）の開発を行いました。【再掲】 

○ 令和４年度に県及び市町村が受理した公害に関する苦情は 607件でした。 

○ 調停等の申請件数は０件でした。 

 

（７）放射性物質による影響の把握等（環境生活部）                            

○ 環境中の放射性物質等のモニタリングを実施し、測定結果を公表しました。 

○ 市町村による円滑な除染等を推進するために支援を行うとともに、放射線に対する基礎知識の

普及啓発を実施しました。 

○ 市町村による農林業系副産物の処理を推進するため技術的支援を実施しました。 

 

（８）環境影響評価制度の適切な運用、適正な土地利用の促進（環境生活部）                           

〇 岩手県環境影響評価条例に基づく第２種事業に係る届出があり、判定を行ったほか、事業者等

からの問い合わせや事前相談の機会を通じ、適切に環境配慮がなされるよう助言・指導を行いま

した。【再掲】 

〇 風力発電事業等を岩手県環境影響評価条例に基づく環境影響評価の対象とすることとしまし

た。 
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〇 風力発電事業の計画初期段階の配慮事項や評価手法等を記載した配慮書作成ガイドラインを

作成しました。【再掲】 

〇 岩手県土地利用基本計画（計画図）の変更 11件について、国及び市町村と協議のうえ岩手県国

土利用計画審議会に諮問し、承認されました。 

○ 国土利用計画法に基づく土地取引の届出が円滑になされるよう、個々の取引が届出対象面積未

満であっても一体の取引と見なされる、いわゆる「一団の土地」の判断ポイントを示した事例集

を作成・公表しました。 

○ 国土利用計画法施行令の規定に基づく地価調査について、不動産鑑定評価を委託して基準地

354 地点の標準価格を判定し、一般の土地取引価格の指標となるよう公表しました。 

 

（９）北上川清流化対策の推進（環境生活部）                            

○ 旧松尾鉱山から排出される坑廃水の中和処理を確実に実施するとともに、施設の耐震補強工事

を進めるなど、長期安定的な処理の確立に努め、北上川清流化を推進しました。 

○ 独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構主催の旧松尾鉱山新中和処理施設 40 周年記念シ

ンポジウムにおいて副知事が北上川清流化対策について講演を行うなど、その取組の重要性を周

知しました。 

○ 植樹団体で構成する松尾再生の森協議会に参画し植樹活動の調整・支援にあたりました。 

 

Ⅲ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 
単

位 

現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4（2022） 

達成

度 R12（2030） R4（2022） 

河川・湖沼・海域のＢＯＤ等［注

１］環境基準達成率 
％ 98.2 99.1 99.1 96.5 Ｂ 

大気中のＰＭ2.5 等環境基準

達成率［注２］ 
％ 100 100 100 100 Ａ 

［注１］BOD等：BOD（生物化学的酸素要求量）及び COD（化学的酸素要求量） 

［注２］PM2.5等：二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、微小粒子状物質（PM2.5） 

 

（２） 施策推進指標の状況 

指標名 
単

位 

現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4(2022) 

達成

度 - R4(2022) 

光化学オキシダント注意報の

年間発令日数 
日 0 

0 

（2022） 
0 0 Ａ 

有害大気汚染物質の環境基準

達成率 
％ 100.0 

100 

（2022） 
100 100 Ａ 

汚水処理人口普及率 ％ 82.6 
91 

（2025） 
86.5 84.9 Ｄ 

排水基準適用の事業場におけ

る排水基準適合率 
％ 100 

100 

（2022） 
100 100 Ａ 

新中和処理施設放流水水質

基準達成率 

％ 

 
100 

100 

（2022） 
100 100 Ａ 

・ 汚水人口普及率は、汚水処理施設のうち浄化槽において、浄化槽の設置を希望する個人に対し設置

費用の一部を補助することで設置基数を着実に増加させているものの、浄化槽を利用している世帯人

口の減少等により、普及率の伸びが見込みを下回り、達成度はＤとなりました。 
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（３） 点検結果 

総合的指標１指標（河川・湖沼・海域のＢＯＤ等環境基準達成率）の達成度がＢ、１指標（大気中の

ＰＭ2.5 等環境基準達成率）の達成度がＡであり、施策推進指標も１指標を除き、達成度はＡであった

ことから。各施策は順調に進められていると認められ、「環境リスクの管理」分野の進捗状況は「順調」

と判断しました。 
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【目指す姿（本施策分野が目指す将来像）】 

○ 県民が環境問題について理解を深め、自らの問題として捉え、自発的に活動することにより、

持続可能な社会づくりに取り組んでいる。 

○ 県民、ＮＰＯ、企業、行政等の協働により、環境に配慮した行動が日常生活や事業活動の場で実

践されている。 

 

Ⅰ 主な事例紹介                                        

 

 

水生生物による水質調査は、

129 団体、延べ 3,783 人の参加

のもと、93河川の延べ 139地点

で県内児童等が実施し、水質保

全意識の高揚を図るなど、持続

可能な社会づくりに向けた環境

学習等を推進しました。 

 

 

Ⅱ 個別施策の取組状況                                    

（１）持続可能な社会づくりに向けた環境学習等の推進（環境生活部、教育委員会）                       

■ 学校における環境学習の推進 

○ 岩手県地球温暖化防止活動推進員による学校等への研修会を開催しました。 

○ 岩手県地球温暖化防止活動推進センターと連携し、温暖化対策に取り組もうとする県内小学校

に「地球温暖化を防ごう隊員ノート」を配付し、小学生とその家庭における、省エネルギーに関

する取組を支援するとともに、「いわてわんこ節電所」での各学校の取組紹介や動画配信を通じ

て、取組の普及を図りました。 

○ 環境学習交流センターにおいて、大学、高等学校、中学校、支援学校からの訪問学習を受け入

れ、環境学習の取組を支援しました。（受入実績 10校、197名） 

○ 県内全小学校に環境副読本を配付し、学校における環境学習を推進しました。 

○ 岩手大学において環境学習の一環として、県の環境施策について講義を行いました。 

 

■ 多様で身近な環境学習機会の提供、支援 

○ 水生生物による水質調査は、129 団体、延べ 3,783人の参加のもと、93河川の延べ 139地点で

県内児童等が実施し、水質保全意識の高揚を図ることができました。 

○ 環境学習交流センターや岩手県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、環境アドバイザー

や岩手県地球温暖化防止活動推進員を派遣するとともに、環境学習広報車「エコカーゴ」を活用

し県内各地を訪問する出張環境学習会等を実施することにより、環境学習及び環境保全活動を支

援しました。（移動環境学習広報車による出前環境学習実施数：32 回、環境アドバイザー派遣実

績数：230回）【再掲】 

○ ごみの散乱を防止し住環境の清潔を保持するとともに、廃棄物の発生を抑制し、３Ｒを推進す

るため、「クリーンいわて運動」として各種清掃活動等を実施しました。 

５ 持続可能な社会づくりの担い手の育成と協働活動の推進  
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○ 県立博物館及び県立美術館での学芸員等による公開講座を実施しました（講座の実施回数：博

物館 28回、美術館 44回） 

○ 新型コロナウイルス感染症による影響がありましたが、感染症予防対策を講じながら、トレッ

キングやマリンスポーツ、ウィンタースポーツ体験等、各青少年の家や野外活動センターにおい

て体験活動を実施しました。 

○ 事業所や家庭での地球温暖化防止の取組を促進するために、岩手県地球温暖化防止活動推進員

による地域の研修会・イベント等による普及啓発を実施しました。（派遣回数：85回） 

○ 環境に関する講師派遣や見学受入等を行う企業・団体を環境学習応援隊として登録・周知する

ことにより、地域における体験による環境学習を推進しました。 

○ 「水の週間（８月１日から１週間）」行事の一環として、広く水に対する関心を高め、理解を深

めることを目的に、次代を担う中学生を対象とした水の作文コンクールを実施しました。この結

果は、作文集として取りまとめ関係者に配付するとともに、県ウェブサイトに掲載し周知を図り

ました。 

 

■ 環境人材の育成 

○ ライフスタイルの転換を呼びかけるウェブサイト「いわてわんこ節電所」による普及啓発など

を実施しました。（令和４年度の参加者数：11,450人） 

〇 岩手県環境アドバイザー及び岩手県地球温暖化防止活動推進員を対象とする研修会を開催し

ました（研修会開催回数：２回）。 

〇 新たな人材の発掘や、さらなる人材育成を目的とし、「いわて環境塾」を開催しました。（全６

回、受講者数のべ 280 人） 

○ 三陸ジオパーク活動を担う人材を育成するため、小学校を対象としたジオパーク授業を実施

（１校）したほか、三陸ジオパーク推進協議会と連携し、認定ガイド認定講座講習（全４回 24講

座・29 人受講）の開催を推進しました。【再掲】 

○ 岩手大学において環境学習の一環として、県の環境施策について講義を行いました。【再掲】 

○ 「岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」及び「いわての水を守り育てる

条例」の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】 

 

（２）環境に配慮した行動・協働の推進（環境生活部、農林水産部、県土整備部）                 

■ 環境に配慮した県民の行動・協働の推進 

○ 事業所や家庭での地球温暖化防止の取組を促進するために、岩手県地球温暖化防止活動推進員

による地域の研修会・イベント等における普及啓発を実施しました。（派遣回数：85 回）【再掲】 

○ 一定の基準を満たすリサイクル製品について、「岩手県再生資源利用認定製品」として認定し

た製品は令和５年３月末で 169製品であり、ウェブサイト等でＰＲするとともに、県自ら優先的

な使用に努め、リサイクル製品の利用拡大を推進しました。【再掲】 

○ 東北環境パートナーシップオフィスから各種情報を収集するとともに、東北地方ＥＳＤ活動支

援センター業務を地域で担う地域ＥＳＤ活動推進拠点であるＮＰＯ法人環境パートナーシップ

いわてと連携し、各種行事等を通じてＥＳＤを推進しました。 

○ 農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮のため、水路の泥上げや農道の砂利補充など、農

地や農業用水路等を守る地域共同活動を支援しました。（実施地区数：1,035地区）【再掲】 

○ 県民の森林づくりへの参加促進と森林保全への理解醸成を図るため、県民による森林環境保全

活動を支援しました。（県民参加の森林づくり活動団体数：31団体）【再掲】 

○ 地域住民との協働により、道路、河川及び海岸の草刈り、清掃など、身近な社会資本の整備に

取り組みました。 

○ 岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例及びいわての水を守り育てる条例

の理念に基づき、活動団体等の環境美化活動等に係る流域協議会への支援等を実施しました。【再

掲】 

○ 住民、ＮＰＯ、大学等の研究機関、事業者、行政の積極的な協力による、農地・農業用水等の

地域資源を保全する取組や森林整備、道路や河川・海岸の環境美化活動、海洋ごみの回収・処理、

自然環境保全活動等への支援を行いました。 
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■ 環境に配慮した企業の行動・協働の推進 

○ 地球温暖化対策を積極的に行っている事業所を「いわて地球環境にやさしい事業所」として認

定する制度及び普及啓発を実施するとともに、温暖化対策計画書制度に基づき事業者への助言及

び指導を実施しました。【再掲】 

○ 事業者の環境負荷低減に向けた自主的な取組を促進するため、環境報告書バンクの運営やセミ

ナー等を実施しました。（環境報告書バンク掲載件数：466件（累計）、セミナー開催：１件）【再

掲】 

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等に対

する支援や、環境保全活動の促進、情報発信等を実施したほか、海洋ごみの分布調査を実施しま

した。（海ごみゼロウイークに参加して河川・海岸の清掃活動を行った団体数：14 団体）【再掲】 

 

■ 環境に配慮した県の率先実行 

○ 県関係施設において節電・省エネに取り組んだほか、グリーン購入基本方針等に沿って、環境

に配慮した製品の購入に努めました。県では、「第２次岩手県地球温暖化対策実行計画」により、

県の事務事業に係る温室効果ガス排出量を令和 12年度に平成 25年度（基準年度）比で 60％削減

することを目標に掲げて取り組んでいます。令和３年度の温室効果ガス排出量は、14 万 8,197ト

ンであり、基準年度比で 10.8％減少しています。 

○ 県有施設における再生可能エネルギーの導入のため、県有施設への太陽光発電設備や木質バイ

オマスの導入に向けた検討を実施しました。 

 

■ 県民等の参加による環境保全取組の推進 

○ 県民会議事業として、できることからＥＣＯアクション表彰の実施等、構成団体相互間で情報

共有を行い、連携を強化しました。【再掲】 

○ 市町村等と連携して家庭系ごみの削減を推進するとともに、ごみの分別、使い捨てプラスチッ

クの使用抑制、食品ロスの削減の３つのマナーを掲げる「いわて三ツ星 eco マナーアクション」

の定着に向けて、普及啓発の取組を推進しました。【再掲】 

○ 岩手県海岸漂着物対策推進地域計画に基づき、市町村等が行う海岸漂着物の回収・処理等に対

する支援や、環境保全活動の促進、情報発信等を実施したほか、海洋ごみの分布調査を実施しま

した。（海ごみゼロウイークに参加して河川・海岸の清掃活動を行った団体数：14 団体）【再掲】 

○ 岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例及びいわての水を守り育てる条例

の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】 

 

■ 環境広報及び情報提供の推進 

○ 温室効果ガス排出量の 2050 年度実質ゼロに向けて、温暖化防止いわて県民会議を中心とした

全県的な運動を実施しました。 

○ 令和４年度の環境月間（６月）行事として県内では、テレビやゲームを消して、読書・読み聞

かせなどにより環境のことを考えてもらう運動を北海道、秋田県、青森県とともに実施した４道

県共同行動、地球温暖化に関する講演、夏季の節電の実施、ごみ拾い等の清掃活動の実施及び環

境に関する図書展示・ミニイベントなどが行われました。 

○ 毎年度、県内の環境の現状や課題、その解決に向けた施策をとりまとめた環境報告書を出版す

るとともに、県ウェブサイトでも県の環境施策を公表しています。 

○ 岩手県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例及びいわての水を守り育てる条例

の理念に基づき、活動団体等の顕彰、流域協議会への支援等を実施しました。【再掲】 

○ 環境学習交流センターや岩手県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、定期的にメールマ

ガジンや広報誌を発行するとともに、環境に関する企画展を開催するなど、県民へ環境情報を提

供しました。 

○ ライフスタイルの転換を呼びかけるウェブサイト「いわてわんこ節電所」による普及啓発など

を実施しました。（令和４年度の参加者数：11,450人）【再掲】 
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Ⅲ 進捗状況の点検                                     

 

（１） 総合的指標の達成状況 

指標名 単位 
現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4(2022) 

達成

度 R12（2030） R4（2022） 

環境学習交流センター

利用者数 
人 49,789 50,000 42,000 33,748 Ｂ 

水生生物調査参加率（注１） 

（参考：参加者数） 

％ 

（人） 

6.9（注２） 

（4,272）（注２） 

7 

（3,100） 

7 

（3,800） 

6.9 

（3,783） 
Ｂ 

 （注１）参加者数／児童数   （注２）2013～19平均 

 

（２） 施策推進指標の状況 

指標名 
単

位 

現状値 

R1（2019） 

計画目標値 年度目標値 実績値 

R4(2022) 
達成度 

- R4（2022） 

水と緑を守り育てる環境保全

活動数（累計） 
件 965 

3,360 

（2022） 
3,360 3,664 Ａ 

身近な水辺空間の環境保全等

に継続的に取り組む団体数 

団

体 
61 

60 

（2022） 
60 62 Ａ 

 

（３） 点検結果 

総合的指標２指標（環境学習交流センター利用者数、水生生物調査参加率）の達成度がＢであり、施

策推進指標も達成度はＡであったことなどから、各施策は順調に進められていると認められ、「持続可

能な社会づくりの担い手の育成と協働活動の推進」分野の進捗状況は「順調」と判断しました。 
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岩手県環境基本計画 達成度 Ⅽ、Ⅾの理由と今後の方向 

総合的指標 

分野 
指標 

（達成度） 
理由 今後の方向 

２ 

循環型

地域社

会の形

成 

一般廃棄物

のリサイク

ル率（Ⅾ） 

市町村計画収集以外の資源リサ

イクルの増加のほか、新型コロナウ

イルス感染症の影響による集団資

源回収の中止や、在宅時間増加によ

るリサイクルできない片付けごみ

排出量が増加したため。 

新型コロナウイルスの５類移行に伴

い、集団資源回収の再開によるリサイ

クル率の回復が見込まれるほか、家庭

系ごみ有料化の導入によるリサイクル

率の向上に向け市町村の技術的支援に

取り組む。 

施策推進指標 

分野 
指標 

（達成度） 
理由 今後の方向 

１ 

気 候 変

動 

再造林面積

（Ⅾ） 

国や県の補助事業等を活用した

再造林を促進したが、木材の需要減

に伴う主伐面積の減少により、その

後の再造林の面積も減少したため。 

森林の有する多面的機能を持続的に

発揮させるため、市町村等が実施する

森林経営計画の認定森林等における再

造林や間伐等の森林整備の支援に取り

組む。 

２ 

循 環 型

地 域 社

会 の 形

成 

エコショッ

プいわて認

定店等によ

る店頭資源

回収量（Ⅾ） 

系列店舗の統合や、業務の負担軽

減のため、一部品目の回収量の把握

を取りやめた店舗が複数あったた

め。 

市町村等と連携して家庭系ごみの削

減を推進するとともに、店頭資源回収

に取り組むエコショップいわて認定店

の拡大に取り組む。 

災害廃棄物

処理計画策

定市町村数

（ 累 計 ）

（Ⅽ） 

リモート研修等により計画策定

を支援したが、市町村において計画

策定に必要なデータ整理や災害廃

棄物仮置場設置地区への説明等に

時間を要したため。 

持続可能な廃棄物処理体制を構築す

るため、市町村の災害廃棄物処理計画

の策定に向けた研修会を開催するな

ど、引き続き支援する。 

３ 

生 物 多

様 性 の

保全・自

然 と の

共生 

イヌワシの

繁殖率（Ⅾ） 

餌の不足やクマなどの捕食者に

よる危害、大雨・大雪・暴風などの

気象状況等の自然的なものに加え、

イヌワシの営巣活動への影響が懸

念される開発の進行や営巣地周辺

への人の立ち入り等の影響があっ

たため。 

引き続き、モニタリング及び生息環

境改善等の繁殖支援に取り組みつつ、

保全を図るべきエリアをマップ化し公

表するなど、これまでと異なる視点で

の解決策の検討を進める。 

県民参画に

よる公益的

な機能を重

視する森林

整 備 面 積

（ 累 計 ）

（Ⅾ） 

森林所有者や林業事業体への森

林整備の働きかけなどに取り組ん

だが、植林やそれに伴う育林作業が

増加したことにより、間伐を担う作

業員の確保が難しいほか、事業の対

象となる森林が奥地化しているこ

と等により、施工可能な森林の確保

が進まなかったため。 

公益上重要な森林において、針葉樹

と広葉樹の混交林化を進める強度間伐

や伐採跡地への植栽のほか、森林整備

に必要な作業道の開設や気象被害を受

けた森林の整備等の支援に取り組む。 

４ 

環 境 リ

ス ク の

管理 

汚水処理人

口 普 及 率

（Ⅾ） 

汚水処理施設のうち浄化槽にお

いて、浄化槽の設置を希望する個人

に対し設置費用の一部を補助する

ことで設置基数を着実に増加させ

ているものの、浄化槽を利用してい

る世帯人口の減少等により、普及率

の伸びが見込みを下回ったため。 

地域の実情に合った効率的な汚水処

理施設の整備を推進するとともに、豊

かな水資源の保全や汚水処理の必要性

についての住民理解を深めるため、啓

発活動を推進する。 
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〔千ｔ-ＣＯ２〕

第２次岩手県地球温暖化対策実行計画の進捗状況 

１ 概要 

実行計画の令和４年度の進捗状況についてとりまとめたもの。 

２ 計画の進捗状況の評価 

  本計画は、2022（令和４）年度末に見直しを行い、①基本目標となる指標、

②施策の取組状況に係る指標をそれぞれ設定した。

このうち、①基本目標については最終年度（2030（令和 12）年度）の目標

値を、②施策の取組状況に係る指標については 2023（令和５）～2025（令和

７）年度の目標値を設定している。

  したがって、今回の評価は以下の考え方で行う。 

  ・基本目標   ：最終目標値（2030（令和 12）年度）に対する進捗率 

・施策の取組状況：2022（令和４）年度の実績を記載。なお、同年度は目標

値がないため評価は行わない。 

３ 計画の進捗状況 

(１) 基本目標

① 温室効果ガスの排出削減割合【目標値：57％】

 2020（令和２）年度の温室効果ガスの排出量は、基準年である 2013

（平成 25）年度比で 30.3％削減（目標値に対して 53.2％）となってお

り、進捗率は 23.9％である。 

 

 

 

△30.3％

△57％
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② 再生可能エネルギーによる電力自給率【目標値：66％】

2022（令和４）年度の再生可能エネルギーによる電力自給率は 41.0％

（目標値に対して 62.1％）となっており、進捗率は 8.8％である。

③ 森林吸収量の見込み【目標値：1,416千 t-CO2】

2020（令和２）年度の森林吸収量は 1,519千 t-CO2となっており、進

捗率は 107％である。
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（２）施策指標の進捗状況

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標値設定の考え方

岩手型住宅賛同事業者による
県産木材を使用した岩手型住
宅建設戸数の割合

％ 23.6 26.8 27.7 -

2030（令和12）年度までに40％へ向上させることを
目標とし、2025（令和７）年度までに30％へ向上させ
ることを目指す。

わんこ節電所家庭のエコチェッ
ク参加者数(累計)

人 11,221 13,500 11,450 -

毎年、2019（令和元）年度以降最も多い13,500人の
参加を目指す。

いわて地球環境にやさしい事
業所認定数

事業所 228 272 248 -

2023（令和5）年度以降毎年度、過去４年間のうち対
前年度で最大の増加数である24件の増加を目指
す。

事業者が作成する地球温暖化
対策計画書の目標達成率

％
62.7

(2020)
66 76.2 -

2030（令和12）年度目標達成率100％を目標とし、
2025（令和７）年度までに74％へ向上させることを目
指す。

三セク鉄道・バスの一人当たり
年間利用回数

回 10.2 14.3 11.0 -

コロナ禍前の水準に回復させることを目指す。

モビリティ・マネジメント（公共交
通スマートチャレンジ月間）への
取組事業者数

事業者

コロナの
ため開催
見送り

140 129 -

2025（令和７）年度における取組事業者数を過去最
大であった2015（平成27）年度の取組事業者（162
事業者）と同水準を目指す。

乗用車の登録台数に占める次
世代自動車の割合

％ 22.7 27.1 24.7 -

毎年、東北６県のうち最高平均伸び率の2.18ポイント
を上回る2.20ポイントの増加を目指す。

信号機のLED化率 ％ 57.8 59.0 59.3 -

岩手県交通安全施設管理計画に基づく灯器LED化
(車両用灯器60灯、歩行者用灯器64灯を基本)によ
り、毎年度LED化率0.6%の増加を目指す。

再生可能エネルギー導入量 MW 1,681 1,966 1,833 -

現在見込まれている再生可能エネルギー導入に着
実に取り組むことで、2025（令和7）年度の再生可能
エネルギー導入量2,081MWを目指す。

促進区域を設定している市町
村数

市町村 0 1 0 -

2025（令和７）年度に実行計画策定市町村のうち半
数での設定を目指す。

再生可能エネルギー導入量 MW 1,681 1,966 1,833 -

現在見込まれている再生可能エネルギー導入に着
実に取り組むことで、2025（令和7）年度の再生可能
エネルギー導入量2,081MWを目指す。

自立・分散型エネルギーシステ
ム構築計画策定支援市町村数
（累計）

市町村 1 3 3 -

これまでの支援市町村数を踏まえ、毎年3市町村へ
の支援を行うもの。

水素に関する普及啓発活動(累
計)

回 3 3 4 -

これまでの普及啓発活動の実績を踏まえ、水素に関
する勉強会、セミナー、シンポジウム等を開催するも
の。

県内の水素ステーション数 基 0 1 0 -

本県の地域特性および隣県の設置状況を踏まえ、
2025（令和７）年度までに２基の設置を目指す。

④多様なエネ
ルギーの有
効利用

チップの利用量 BDｔ 243,110 230,650 299,810 -

2022（令和４）年度を2018（平成30）～2020（令和２）年度の
３か年平均の230,510BDtと見込み、木質バイオマス利用機
器の導入促進や熱電併給システムの普及などに関する取
組により、毎年度140BDtの増加を目指す。
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目標値設定の考え方

間伐材利用率 ％ 42.5 43.3 43.0 -

間伐材の利用につながる搬出間伐を一層促進させ
る等の取組により、間伐材利用率を毎年0.5％ずつ
増加させることを目指す。

再造林面積 ha 993 1,050 804 -

2026（令和８）年度の再造林の実施割合を60％、再造林面
積1,200haを目標とし、2022（令和４）年度目標値1,000haか
ら毎年50haずつ増加させることを目指す。

藻場造成実施箇所数（累計） 箇所 0 3 1 -

県や関係機関等の取組により効果的な藻場の再生
を図るため、2025（令和７）年度までに８か所の藻場
造成を目指す。

一般廃棄物の焼却施設処理量 千トン
339

(2020)
335

(2022)
336

(2021)
-

計画期間５年間において、2014（平成26）～2018
（平成30）年度の５年間における１年当たり減少量の
維持を目指す。

一般廃棄物のリサイクル率 ％
17.5

(2020)
22.5

（2022）
17.1

(2021)
-

2030（令和12）年において、国の廃棄物処理法基本
方針における目標値の水準（27％）を目指す。

産業廃棄物の再生利用率 ％
59.0

(2020)
60.6

（2022）
58.6

(2021)
-

現状値において、国の廃棄物処理法基本方針の目
標値（56％）を上回っており、現状値の水準の維持を
目指す。

フロン類回収量の報告率 ％
93

(2020)
100

99
(2021)

-

報告率の上限を目指す。

地球温暖化防止のための行動
に努めている県民の割合

％ 79.9 90.0 76.6 -

過去４年間の平均は77.8％と高い水準にあるもの
の、より高い水準の約9割の県民が地球温暖化防止
のための行動に取り組むことを目指す。

省エネ一斉行動参加団体数
（累計）

団体 42 59 76 -

2022（令和4）年度の参加団体数を2021（令和3）年度と同
程度（42団体）と見込み、R7年度に、過去5年間の最高値の
93団体（累計228団体）の参加になるよう、毎年17団体の増
加を目指す。

わんこ節電所家庭のエコチェッ
ク参加者数(累計)【再掲】

人 11,221 13,500 11,450 -

毎年、2019（令和元）年度以降最も多い13,500人の
参加を目指す。

地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）策定市町村の割合

％ 16 34 21 -

2026（令和8）年度末までに全国トップの策定率であ
る70％の市町村で策定することを視野に2025（令和
7）年度に58％を目指す。

地球温暖化に関する学習参加
者数（累計）

人 2,600 3,600 4,264 -

地球温暖化防止活動推進員を派遣する学習会等への参加
人数とし、新型コロナウイルス禍前の水準（2016（平成28）
～2018（平成30）年度平均）の参加者数を目指す。

①農業、林
業、水産業

気候変動に対応した調査研究
取組件数

件 9 9 9 -

試験研究機関の計画等に基づき、気候変動に対応
した2021（令和３）年度の調査研究を継続的に取り
組むことを目指す。

②水環境・
水資源

公共用水域のBOD（生物化学
的酸素要求量）等環境基準達
成率

％ 95.7 95.7 96.5 -

2021（令和３）年度において、全国平均より高い値で
あり、これを維持することを目指す。

③自然生態
系

ニホンジカの最小捕獲数 頭 26,839 25,000 26,554 -

森林生態系保全や森林整備の促進のため、シカ管
理計画において定めた捕獲目標数25,000頭（個体
数が低減すると試算された頭数）を目標値とする。

④自然災
害・沿岸域

近年の洪水災害に対応した河
川改修事業の完了河川数（累
計）

河川 - 1 0 -

平成28年台風第10号及び令和元年台風19号により洪水災
害が発生した河川のうち事業中である４河川について、河川
改修を重点的に推進し、2026（令和8）年度までの完了を目
指す。

⑤健康 熱中症による救急搬送者数 人 603 573 518 -

毎年、2019（令和元）～2021（令和３）年度の対前年
度比の平均（0.95）の減少を目指す。

⑥県民生活
等

緊急輸送道路の整備延長 km 32.5 38.1 36.6 -

災害発生時の迅速な避難や救急活動、緊急物資の輸送等
を行うために重要な路線であることから、通行危険箇所やあ
い路の解消を図るため、事業計画に基づき毎年着実に整備
を進める。

⑦基盤的施
策

気候変動適応に関するセミナー等
の受講者数（累計）

人 117 120 196 -

2022（令和4）年度を120人と見込み、毎年度同程度
の参加者数を維持し、2025（令和7）年度までの累計
で360人の受講者数を目指す。
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岩手県環境審議会大気部会審議結果について 

 
 
令和６年１月１１日（木）に岩手県環境審議会大気部会を開催し、下記事項について審議したこ

とから、その結果について報告する。 

 

１ 審議事項 

(1) 大気汚染防止法に基づく令和６年度大気汚染調査測定計画について 

(2) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく令和６年度ダイオキシン類調査測定計画について 

(3) 騒音規制法及び振動規制法に基づく規制地域の変更について 

 

２ 審議結果 

いずれの項目についても原案のとおり議決された。 

 

３ 要旨 

(1) 大気汚染防止法に基づく令和６年度大気汚染調査測定計画について 

大気汚染防止法第 22 条に基づき、「環境大気常時監視」については県内 15地点で窒素酸化

物等７項目を測定し、「有害大気常時監視」については７地点でベンゼン等 21物質を測定す

る令和６年度の計画案を作成したもの（盛岡市実施分を含む）。 

(2) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく令和６年度ダイオキシン類調査測定計画について 

ダイオキシン類対策特別措置法第 27条に基づき、「一般環境の大気」等については県内５

地点で測定し、「発生源周辺の大気」については３地点で測定する令和６年度の計画を作成し

たもの（盛岡市実施分を含む）。 

 (3) 騒音規制法及び振動規制法に基づく規制地域の変更について 

    都道府県及び市は、都市計画法に規定する用途地域に準拠して、住民の生活環境を保全す

る必要があると認められる地域について、騒音規制法及び振動規制法に基づく規制地域とし

て指定している。 

    山田町において、都市計画法第８条第１項第１号に規定する用途地域が変更されたことに

伴い、環境基本法第 16 条に基づき騒音環境基準の類型の当てはめを行い、また、騒音規制法

第３条第１項及び振動規制法第３条第１項に基づき規制地域の変更を行うもの。 
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岩手県環境審議会水質部会審議結果について 

 

 

令和６年１月１５日（月）に岩手県環境審議会水質部会を開催し、下記事項について審議した

ことから、その結果について報告する。 

 

１ 審議事項 

 (1) 水質汚濁防止法に基づく令和６年度公共用水域水質測定計画について 

  (2) 水質汚濁防止法に基づく令和６年度地下水質測定計画について 

 (3) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく令和６年度ダイオキシン類調査測定計画について 

(4) 環境基本法に基づく高家川に係る水質環境基準の類型の見直しについて 

 

２ 審議結果 

いずれの項目についても原案のとおり議決された。 

 

３ 要旨 

(1) 水質汚濁防止法に基づく令和６年度公共用水域水質測定計画について 

水質汚濁防止法第 16 条に基づき、県内 153 水域の 260 地点において常時監視測定を行う

令和６年度の計画案を作成したもの（国土交通省及び盛岡市実施分を含む）。 

 (2) 水質汚濁防止法に基づく令和６年度地下水質測定計画について 

水質汚濁防止法第 16 条に基づき、新規の井戸を調べる概況調査及びこれまでの調査にお

いて環境基準を超過し、又は超過するおそれがある地点での継続監視調査を行う令和６年度

の計画案を作成したもの（盛岡市実施分を含む）。 

 (3) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく令和６年度ダイオキシン類調査測定計画について 

ダイオキシン類対策特別措置法第 27 条に基づき、公共用水域 32 地点、地下水７地点、土

壌 52 地点の測定を行う令和６年度の計画案を作成したもの（盛岡市実施分を含む）。 

(4) 環境基本法に基づく高家川に係る水質環境基準の類型の見直しについて 

   環境基本法第 16 条に基づき、高家川について水質環境基準の類型を見直すこととし、生

活環境の保全に関する項目のうち、ＢＯＤ等についてＡ類型であったものをＡＡ類型とする

もの。 
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岩手県環境生活部自然保護課

ツキノワグマによる人身被害対策について
今年度のツキノワグマによる人身被害の増加を踏まえ、取組等の状

況及び今後の取組の方向性について報告します。
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１ 岩手県のツキノワグマの概要

◆岩手県のツキノワグマ対策
「岩手県第５次ツキノワグマ管理計画（令和４年３月）」に基づき、

〇 個体数の増加を抑え、科学的かつ計画的な管理の実施により、
生物多様性保全の理念の下で地域個体群の長期にわたる安定的な維持並びに人
的被害及び農林業被害の軽減を図り、もって人とツキノワグマの共存関係を構築。

〇 いわて県民計画（2019～2028）及び岩手県環境基本計画並びに第 13 次鳥獣保
護管理事業計画により、多様で優れた環境を守り次世代に引き継ぐ。

◆ツキノワグマの推定個体数

〇 平成 30 年度から３か年にわたって実施した大規模ヘア・トラップ調査の結果、
令和２年度末時点で、県内に生息する推定個体数をおよそ 3,700 頭と推計。

〇 第４次管理計画開始時の推定生息数はおよそ 3,400 頭であり、約 300 頭増加。
これは近年の出没数及び捕獲数の増加と傾向が合致。

（１） 推定個体数
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１ 岩手県のツキノワグマの概要

県内のツキノワグマ出没件数（単位：件） 県内のツキノワグマによる人身被害件数（単位：人）

※R5.12.5時点
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２ これまでの主な取組

１ 出没、人身被害・農業被害等に係る注意喚起
・「ツキノワグマの出没に関する注意報」発表（R5.4.18）

・「ツキノワグマの出没に関する警報」発表（R5.5.26）

・「秋のクマ被害防止キャンペーン」実施（R5.10.6-11.30）

２ 人身被害対策
・ 適正な頭数管理と被害防止に向けた捕獲の促進
・ 市街地出没時対応実動訓練（R5.6.5）

３ 農作物被害対策
・ 鳥獣被害防止総合交付金を活用し、有害捕獲活動、侵入防止柵の設置、

追払い活動を支援

４ 生態等に係る理解醸成・普及啓発、人材育成等
・ 岩手大学ツキノワグマ研究会と共催で啓発イベント
・ 地域住民向け勉強会の開催（環境省モデル事業）（R5.10.20）

・ 岩手県ツキノワグマ緊急対策会議開催（R5.11.27）
・ 市町村担当者向け人材育成研修（環境省モデル事業）（R5.12.22）
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ツキノワグマの出没に関する注意報・警報の発表

前年のブナの結実状況を踏まえ、
令和５年４月18日付けで「ツキノワグマの出没に関する注意報」発表

その後、ツキノワグマの人身被害が多発したことを踏まえ、出没に対
する注意喚起を強化し被害の未然防止を図るため、
令和５年５月26日付けで「ツキノワグマの出没に関する警報」を発表
警報の発表は７年ぶり（平成28 年度以来２度目）

さらに、秋の入山シーズンに向け、
「秋のクマ被害防止キャンペーン」を実施
（令和５年10月6日～11月30日）
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特例許可に伴う捕獲枠の活用等

ツキノワグマの捕獲許可については、市町村にあらかじめ特例許可として捕獲枠を
配分しており、必要に応じて躊躇なく活用すること

人身被害が発生するおそれのある緊急時には、特例許可に伴う捕獲枠にかかわらず、
市町村が例外的に許可を行うことを可能としていること

今後の捕獲従事者の確保に向けて、地域おこし協力隊の制度を活用している市町村
が存在すること

ツキノワグマ出没警報等を受けて、チラシの個別配布や防災無線、ケーブルテレビ
による啓発、地域パトロール等を実施している市町村が存在すること

１．特例許可に伴う捕獲枠の活用

２．緊急時の捕獲許可の活用

３．捕獲従事者の確保

４．人身被害防止のための注意喚起

○ 特例許可とは、市町村ごとに配分頭数を設定し、その範囲内であらかじめ市町村か
らの申請を受けて行う捕獲許可のこと。

○ 人身被害の増加を受けて、捕獲枠の追加配分を行い、併せて、以下の４点を市町村
に周知。
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市街地出没時対応実動訓練の実施

【成果】
市、警察、猟友会等が明確な役割分担
の下、実地でのシミュレーションを行
うことができた

【期日】令和５年６月５日（月）
（県内初開催）

【場所】盛岡市太田橋野球場（河川敷）
【参集者】岩手県、盛岡市、県警察本部、

岩手県猟友会、有識者他
【訓練内容】

盛岡市内太田橋付近の雫石川河川敷
にツキノワグマが出没したとの想定で
関係者が実際に現地に集合し対応。
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大学生と連携したイベントの実施

【期日】令和５年10月14日（土）
【場所】イオンモール盛岡（盛岡市)
【内容】岩手大学ツキノワグマ研究会との

合同啓発イベント
・ポスター展示（生態、遭遇時の
対処法など）

・写真展
・体験展示（毛皮や骨などに触れる）
・解説タイム（ツキノワグマ研究会
による展示物の解説）

54



北海道東北地方知事会によるクマ類の管理及び被害防止対策への支援に係る緊急要望

【期日】 令和５年11月13日(月) 
【知事会対応者】 達増知事、鈴木北海道知事、猿田秋田県副知事
【国対応者】 農林水産省 鈴木憲和 農林水産副大臣

環境省 伊藤信太郎 環境大臣
【要望内容要旨】
・クマ類を地域の実情に応じて指定管理鳥獣に指定し、
指定管理鳥獣捕獲等事業交付金の対象とすること
・クマ類の出没対策に係る新たな財政的・技術的な支援制度の創設を図ること
・「鳥獣被害防止総合対策交付金」の交付金予算を十分に確保するとともに、クマ類の捕獲の困
難さを勘案し、１頭当たりの捕獲活動経費の引上げや出動経費を交付対象とするなど、地方の負
担が軽減されるよう制度の見直しを図ること
・人家周辺等での銃器の使用について、関係法令の運用基準の明確化等を図るともに、有害鳥獣
捕獲における「麻酔銃猟」について法令等の見直しを行うこと
・法に基づく有害捕獲の制度や捕獲の必要性など、国民へ正しい知識をしっかりと伝えていただ
くこと
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緊急対策会議の開催

11月に入っても一定の被害が発生している状況等を踏まえ、（1）人の生活圏への出没
防止対策、（2）生息状況調査や捕獲手法、（3）捕獲後の適正処理等について、短期・中
長期でそれぞれ取り組むべき事項を改めて整理し、今後の人身被害の発生抑制につなげる
ことを目的として開催した。

【期日】
令和５年11月27日（月）

【出席者】
（県）知事、環境生活部長、農林水産部長、

県警本部長、環境生活部副部長ほか
（市町村）八幡平市長（岩手県市長会）

葛巻町長（岩手県町村会）
（関係機関）ＪＡ岩手県中央会
（有識者）岩手大学農学部准教授

盛岡市動物公園園長
（オブザーバー）東北地方環境事務所長
※環境省「クマ対策専門家緊急派遣事業」を活用し、当該会議内で専門家の講演を実施

【会議での主な意見】
クマの捕獲現場では、依然としてベテランのハンターに頼らざるを得ない。
地区猟友会には50人ほどのメンバーがいるが出動できる人が限られる。
⇒講習会の実施等によりスキルの高い捕獲従事者の育成を図る必要がある。

56



前回審議会の意見等に係る取組状況等
について

・ EV等普及促進事業費補助
（参考資料１）

・ 令和３年度における一般廃棄物の排出
の状況 （参考資料２）

・ 住宅分野に係る取組
（参考資料３）

57



EV等普及促進事業費補助（R5）
• 事業概要

• 運輸部門の脱炭素に向けた取組を促進するため、タクシー・バスのＥＶ、ＰＨＶ等の
導入に要する経費を補助するもの。

• 補助対象事業者
• 一般乗合旅客自動車運送事業者、一般乗用旅客自動車運送事業者等（タクシー・バス
事業者等）

• 対象設備
① 電気タクシー（ＥＶ）、プラグインハイブリッドタクシー（ＰＨＶ）
② 電気バス（ＥＶ）
③ 充放電設備（①に併せて導入する場合）

• 補助率、上限額

• 公募期間 令和５年７月５日～12月15日
• 補助実績 電気バス２台の導入に補助

補助対象 補助率 上限額

①EVタクシー(PHV) １/4 600千円（300千円）

②EVバス １/3 20,000千円

③充放電設備 １/4 375千円
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令和３年度における一般廃棄物の排出の状況について

一般廃棄物（ごみ）の排出状況

○ ごみ総排出量

401,035トン（前年度比：4,492トン減少）

○ 一人１日当たりごみ排出量

908グラム（前年度と同じ）

○ 家庭系ごみ排出量※

228,799トン（前年度比：3,631トン減少）

○ 一人１日当たり家庭系ごみ排出量

518グラム（前年度比：２グラム減少）

※家庭系ごみ排出量：各家庭から排出されたごみのうち資源に
なるもの（資源ごみ及び集団回収量）を
除いた量
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背景・ねらい 

 北上市では、平成 10 年

から平成 19 年にかけ家庭

ごみ排出量が増加してお

り、ごみ処理施設の処理能

力の限界や処理費用の増

大が懸念され、ごみの減量

に取り組むことが急務と

なった。 

 ごみの減量や分別に取り組むほか、ごみ処理費用負担の公平化の仕組みを導入

するため、有料化を導入。 

 循環型地域社会の形成に向けた制度的整備に関する研究会（2001.2）において

も「一般廃棄物の発生抑制の観点から、家庭から排出される一般廃棄物の有料化

等について、県として今後促進していくことが望まれる。」と示されている。 

手数料の設定 

 排出者がごみ処理費用の 50％を負担

することを前提に、１L 当たりの経費を

算出し、ごみ袋の価格を設定。 

有料化の際の課題 

① 家計への負担

減免制度の導入：資源ごみ、高齢者・乳幼児用のおむつの無料回収。

② 不法投棄増加の懸念

ごみ減量専任指導員を配置し、定期的なパトロールを行う。

 

岩手県環境生活部資源循環推進課  

有料化の効果 

平成 20 年 12 月に家庭ごみの有料化を導入。一人 1 日当たりの家庭ごみ排出

量は、導入前は 645ｇであるのに対し、導入後は 554ｇに減少した。減少後も排

出量が大きく増加することはなく、数値を維持している。 

 一人 1 日当たりの家庭ごみ排出量について、岩手県平均と北上市を比較する

と、手数料化導入前は同様の増加傾向が見られたが、導入後、北上市の排出量は

大幅に減少し、以降県平均を大きく下回っている。 

 また、北上市の有料化前後の平均排出量を比べると、64ｇ減少していることか

ら、市民一人当たり 1 年に 23 ㎏のごみの削減を行っていることになる。 

家庭ごみ有料化によるごみの削減 

―削減効果のあった北上市の事例についてー 

645 

554 

H20.12 
家庭ごみ有料化 
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637 

583 

558 

大きな削減効果 
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住宅分野に係る取組について 

 

（１）住まいの省エネルギー改修推進事業 

  ア 事業の概要 

    2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、住宅ストックの省エネルギー化を推進する

ため、県内に所在する住宅の所有者が、当該住宅の省エネ性能を向上させるために要する経

費に対して補助金を交付するもの。 

イ 対象事業等 

対象事業 対象経費 補助額 

住宅の省エネ

診断 

既存住宅の調査費、既存住宅に係る評価に

要する経費など 

補助率：２/３ 

補助上限額：150千円/戸 

住宅の省エネ

化のための計

画の策定 

省エネ改修を行うための調査費、設計費、

計画策定費、省エネ改修の内容に係る評価

に要する経費など 

補助率：２/３ 

補助上限額：300千円/戸 

住宅の省エネ

改修 

工事費（開口部の改修工事、躯体の断熱改

修工事、設備の高効率化工事）など 

補助率：23.0％ 

補助上限額： 

（省エネ基準）766千円/戸 

（ZEH水準） 1,025千円/戸 

住宅の省エネ

化に伴う構造

補強 

構造補強工事費 補助率：23.0％ 

補助上限額： 

（全体改修によるZEH水準） 

360千円/戸 

    ※ 対象事業「住宅の省エネ化に伴う構造補強」は令和５年度からの新規事業 

ウ 主な補助要件 

（ア）省エネ基準 

断熱等性能等級４かつ一次エネルギー消費量等級４を満たすこと 

（イ）ZEH 水準    

断熱等性能等級５かつ一次エネルギー消費量等級６を満たすこと 

    ※ （ア）、（イ）を満たすための全体改修又は部分改修 

  エ 令和４年度実績 

交付申請 

件数 

補助内訳 

①省エネ診断 ②計画策定 ③省エネ改修  

７件 ４件 ５件 ６件 

 

オ 令和５年度実績（11 月末時点） 

交付申請 

件数 

補助内訳 

①省エネ診断 ②計画策定 ③省エネ改修 ④構造補強  

７件 ３件 ４件 ７件 １件  
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（２）住みたい岩手の家づくり促進事業 

  ア 事業の概要 

    一定の省エネルギー性能を備え、一定量以上の県産材を活用した住宅の新築・リフォーム

を行う場合に、住宅の性能証明書（省エネ・バリアフリー）の取得に対し助成するもの。 

イ 対象事業等 

対象事業 対象経費 補助額 

住宅の新築 

又は 

リフォーム 

住宅の性能証明書（省エネ）の取得に要す

る経費 

定額：100千円/戸 

住宅の性能証明書（バリアフリー）の取得

に要する経費 

定額：100千円/戸 

※ いわて木づかい住宅普及促進事業の補助（県産木材利用への補助）を受けた住宅、か

つ、新築 15㎥以上、リフォーム 0.15 ㎥以上の県産木材を使用した住宅に限る 

ウ 主な補助要件 

（ア）省エネ性能 

断熱等性能等級４以上を満たすこと 

（イ）バリアフリー性能    

高齢者等配慮対策等級３以上を満たすこと 

    ※ （イ）の補助については、（ア）の補助を受けることが要件 

  エ 令和４年度実績 

交付申請 

件数 

補助内訳 

② 省エネ ②バリフリフリー  

40件 40件 10件 

 

オ 令和５年度実績 

交付申請 

件数 

補助内訳 

①省エネ ②バリアフリー  

50件 50件 ５件 
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（３）省エネ住宅技術推進支援事業 

  ア 事業の概要 

    省エネルギー性能に優れた住宅の普及及び 2025 年度の省エネ基準適合義務化に対応し、

省エネ住宅が円滑に普及されるよう、県内工務店や建築士への技術向上を目的とした講習会

と県民向けの講習会を実施するもの。 

  これらの講習会を継続的に実施していくことにより、事業者の技術力向上を図るとともに、

県民の省エネ住宅への関心を高めていくこともの。 
 

イ 令和４年度の講習会の実績 

・ 対象を県内の設計事務所や工務店に所属する建築士等とし、建築物省エネ法の改正内容、

省エネ基準やその計算方法等について講習を行った。 
・ ５回実施し延べ２９４名の参加をいただいたところ。 

 
ウ 令和５年度の講習会の実績と予定、 

・ 対象を建築士等に加え、省エネ住宅に関心のある県民などに対象に広げ、内容も建築士

等向けの技術講習に加え、県民向けの健康やマイホーム資金など、省エネ住宅のメリット

がわかりやすい講習会を実施する予定。 
 

令和５年度 省エネルギー住宅技術普及促進支援セミナー開催状況、予定 

回 開催 テーマ：対象 会場 参加人数 

１ 9/22 仕様基準と事例 

「計算をしないで省エネ基準に適合する方法」 

対象 中級（設計・工務店） 

盛岡 120人 

 

２ 11/6 

 

健康な住まいの温熱環境 

「健康な住まいの温熱環境と省エネ住宅」 

対象：初級（一般、設計・工務店） 

盛岡 58人 

 

３ 12/15 

 

断熱施工と気密測定 

「木造軸組工法における断熱施工」 

対象：上級（設計・工務店） 

北上 16人 

 

４ 1/19 

(予定) 

省エネ住宅とマイホーム資金 

「ライフプランで考える省エネ住宅」 

対象：初級（一般、設計・工務店） 

盛岡 -  

５ 2/6 

(予定) 

仕様基準と法改正 

対象 中級（設計・工務店） 

盛岡 -  
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その他の取組について

・ 陸上風力発電に係る環境影響評価の課題
への対応 （参考資料４-１）

・ 再エネ施設の適正立地×地域裨益の実現

に向けて （参考資料４-２）

・ 脱炭素による企業経営上のメリット

（参考資料５）
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陸上風力発電に係る環境影響評価の課題への対応について

○ 事業区域が保安林やイヌワシ生息地と重複するなど立地選定が不適切な事業が続いている。

○ 方法書・準備書段階で地域特性が十分に考慮されていない画一的・定性的な評価が散見される。

○ 事後調査報告書の提出やアセス図書の継続公開の義務がなく、アセス実施状況の確認が困難

○ 環境保全上の支障を及ぼすおそれのある区域（保全区域）を計画段階で立地による影響を避けるべ
きエリアとして明示。イヌワシの重要な生息地のマップ化を検討。

○ 立地による影響が大きい騒音、水環境、動植物・生態系、景観について、地域特性を踏まえた定量的
な評価手法を明示

○ 事後調査の計画書や報告書の提出を求め、アセス後の状況を確認。事業者の許諾を得てアセス図書
の公開期間を県HPで延長する仕組みを導入

「サービス付き高齢者向け住宅適正立地促進税制：コンパクトシティの観点からの政策提言」『自治実務セミナー』平成29年12月

現状・課題

対応の方向性

○ 配慮書ガイドライン（R５.3策定）の運用を通じて明らかになった課題を踏まえ、環境と共生する風
力発電の導入を促進するため、環境アセスの各段階に対応する事項を盛り込んだガイドラインの改定
版を策定（R6.3）

目的
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（参考）保全区域のイメージ

主な保全区域
砂防指定地
地すべり防止区域
急傾斜崩壊危険区域
国指定/県指定保安林
住居等から１km以内
自然環境保全地域
国立/国定/県立自然公園特別地域
生息地等保護区の管理/監視地区
国指定/県指定鳥獣保護区
イヌワシの重要な生息地

（注）イヌワシの重要な生息地、住居等から１km以内を掲載していない等、一部相違あり。

②盛岡市、岩泉町付近

①洋野町、軽米町、久慈市、九戸村付近
○現在の主な陸上風力発電事業計画地
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検討の方向性

○ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、風力発電などの再エネ施設の
立地が相次ぐ中、自然環境の保全等とのバランスを図る必要がある。

○ 再エネ施設の立地に当たっては、地元市町村が設置事業者と地域裨益協定
（※１）を締結し、売電収入の一部を市町村の財源とする動きも出ている。

地元
市町村

設置
事業者

地域裨益協定

協力金等

○ 自然環境や地域経済にとって望ましい再エネ施設にインセンティブを付与することが考えられないか。
例えば、 ポジティブゾーン（※２）に立地 → ○（インセンティブを付与）

ネガティブゾーン（※３）に立地 → ×（ディスインセンティブを付与）
市町村と地域裨益協定を締結 → ○（インセンティブを付与） など

○ 具体的には、再エネ施設に賦課される固定資産税（※４）について、地域決定型地方税制特例措置（※５）
を活用し、重課・軽課の組合せによる政策誘導を図ることができるのではないか。（県市町村GX推進会議準備会
合資料5-2参照）

※１ 例えば、久慈市では「地域に裨益する再生可能エネルギー事業の実施に関するガイドライン」を策定している。
※２ 地球温暖化対策推進法上、市町村が再エネ促進区域（ポジティブゾーン）を設定できることとされており、再エネ施設の適正立地を図る上で有効である。
※３ 例えば、原生自然環境保全地域、自然環境保全地域（自然環境保全法）、国立公園、国定公園（自然公園法）、鳥獣保護区（鳥獣保護管理法）、生息地等

保護区の管理地区、監視地区（種の保存法）、砂防指定地（砂防法）、地すべり防止区域（地滑防止法）、急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地法）、保安林
であって環境の保全に関するもの（森林法）等が想定される。

※４ 再エネ施設に係る固定資産税の特例措置として、地方税法上、新設後３年間の課税標準を２／３等に軽減することとされている。
※５ 固定資産税の特例措置における軽減割合等について、市（町・村）税条例によって一定の範囲内で任意に設定することができる。（通称はわがまち特例）

「サービス付き高齢者向け住宅適正立地促進税制：コンパクトシティの観点からの政策提言」『自治実務セミナー』平成29年12月

再エネ施設の 適正立地×地域裨益 の実現に向けて

現状・課題
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【参考】税制特例関係条文

地方税法（抄）
附 則

（固定資産税等の課税標準の特例）
第十五条 略
２～24 略
25 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）第二条第二項に規定する再生可能エネ

ルギー発電設備のうち、同条第三項第六号に掲げる再生可能エネルギー源を電気に変換する設備以外の設備（以下この項において
「特定再生可能エネルギー発電設備」という。）であつて、令和二年四月一日から令和六年三月三十一日までの間に新たに取得さ
れたものに対して課する固定資産税の課税標準は、第三百四十九条の二の規定にかかわらず、当該特定再生可能エネルギー発電設
備に対して新たに固定資産税が課されることとなつた年度から三年度分の固定資産税に限り、次の各号に掲げる特定再生可能エネ
ルギー発電設備の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
一 次に掲げる特定再生可能エネルギー発電設備 当該特定再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税の課税標準となるべき

価格に三分の二を参酌して二分の一以上六分の五以下の範囲内において市町村の条例で定める割合（当該特定再生可能エネル
ギー発電設備が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合には、三分の二）を乗じて得た額
イ 略
ロ 風力を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設備（認定発電設備であるものに限る。次号ロにおいて「特定風力発電

設備」という。）で総務省令で定める規模以上のもの
ハ・ニ 略

二 次に掲げる特定再生可能エネルギー発電設備 当該特定再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税の課税標準となるべき
価格に四分の三を参酌して十二分の七以上十二分の十一以下の範囲内において市町村の条例で定める割合（当該特定再生可能エ
ネルギー発電設備が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合には、四分の三）を乗じて得た額
イ 略
ロ 特定風力発電設備（前号ロに掲げるものを除く。）
ハ 略

三 略
26～46 略

※ 当該特例措置については、令和６年度税制改正の大綱において、適用期限の２年間延長等が決定（R5.12.22）
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脱炭素による企業経営上のメリット

株式会社ベルジョイスでは、本部棟、
各店舗にLED照明を導入しています。

株式会社PJ二戸フーズでは、令和5年
3月に自家消費型太陽光発電設備を導
入し、エネルギー消費の多い工場で
の電気需要の約1割を賄っています。

いわて生活協同組合では、岩手県内
の44事業所中38事業所を「CO2排出
ゼロの電力」に切り替えました。

① LED照明の導入

②太陽光発電設備の導入

③風力発電等の活用

※いずれも岩手県ウェブサイトからの抜粋

LED照明や太陽光発電の導入は、資金回収期間（PB）が5～10年間程度であることが多く、高い投資利益率
（ROI）が期待できることから、温暖化対策だけでなく、企業の財務状況の向上にも資するものです。
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環境省WEBサイト グリーン・バリューチェーンプラットフォームより
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/targets.html
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新築建築物

今後新築する県有施設はZEB Ready（※１）
相当以上とする。
※１ ZEB Ready：50％以上の省エネを図った建築物

太陽光発電

10kW以上（※２）設置可能な県有施設の
約50%以上に太陽光発電設備を設置する。
※２ 10kW以上は事業用電気工作物で10kW未満は一般用電気工作物

LED照明

今後新築する県有施設はもちろん、少なくとも
20年以上供用が見込まれる県有施設
にはLED照明を導入する。

公用車

代替可能な車種がない場合等を除き、新規
導入又は更新する乗用車は全てEV
（ハイブリッドを含む）とする。（※3）
※3 公用車の現行の更新基準は経過年数13年超など

【参考】県有施設等の脱炭素化に向けた基本方針

➤ 上記基準に満たない施設等についても、可能な限りZEB化や太陽光発電、LED照明、EV等の導入を図る。
（例えば、県民へのPR効果が高い施設など）

➤ その他、再エネ電力調達なども組み合わせることにより、2030年度までの目標を達成する。

○ 第２次岩手県地球温暖化対策実行計画において、県の事務事業に関する温室効果ガスの排出削減目標
を2030年度までに60％削減（2013年度比）と設定

○ その目標達成に向け、新築建築物のZEB化、太陽光発電やLED照明、EVの積極的な導入について、
原則として次の基準に沿って計画的に推進
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岩手県環境審議会条例

制  定 平成６年７月15日条例第36号 

改正沿革 平成９年３月27日条例第63号 

平成11年12月17日条例第80号 

平成12年12月18日条例第72号 

平成13年７月９日条例第57号 

平成14年３月29日条例第３号 

岩手県環境審議会条例

（設置）

第１条 環境基本法（平成５年法律第91号）第43条第２項及び水質汚濁防止法（昭和45年法律第138

号）第21条第２項並びに自然環境保全法（昭和47年法律第85号）第51条第３項の規定により、岩手

県環境審議会（以下「審議会」という。）を置く。

（組織）

第２条 審議会は、委員30人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。 

(１) 市町村長

(２) 学識経験のある者

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。

（会長）

第３条 審議会に会長を置き、委員の互選とする。

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務

を代理する。

（特別委員）

第４条 審議会に、水質汚濁防止法第21条第１項の事務に係る事項を調査審議させるため、特別委員

を置く。

２ 特別委員は、国の関係地方行政機関の職員のうちから知事が任命する。

３ 特別委員の任期は、その職にある期間とする。

（専門委員）

第５条 審議会に、専門の事項を調査審議させるため、専門委員を置くことができる。

２ 専門委員は、学識経験のある者又は関係行政機関の職員のうちから知事が任命する。

３ 専門委員は、当該専門の事項の調査審議が終了したときは、解任されるものとする。

（専門調査員）

第６条 審議会に、専門の事項を調査させるため、専門調査員を置くことができる。

２ 専門調査員は、学識経験のある者及び関係行政機関の職員のうちから知事が任命する。
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３ 専門調査員は、当該専門の事項の調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（会議） 

第７条 審議会は、知事が招集する。 

２ 審議会は、委員及び議事に関係のある特別委員の総数の半数以上が出席しなければ会議を開くこ

とができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある特別委員の過半数で決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

（部会） 

第８条 審議会に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員、特別委員又は専門委員をもって組織する。 

３ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 

４ 第３条及び前条の規定は、部会について準用する。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、環境生活部において処理する。 

（補則） 

第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定

める。 
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岩手県環境審議会運営規程 
 
（趣旨） 

第１条 この規程は、岩手県環境審議会条例（平成６年岩手県条例第36号、以下「条例」という。）

第８条第３項及び第10条の規定により、岩手県環境審議会（以下「審議会」という。）の運営に関

し必要な事項を定めるものとする｡ 
 
（審議会の招集の通知） 

第２条 知事は、審議会を召集するときは、あらかじめ、会議の日時、場所及び付議事項を委員に通

知するものとする｡ 
 
（審議会の公開等） 

第３条 審議会の会議は、公開とする｡ 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合には、議長が審議会に諮って、これを公開し

ないことができる｡ 
(１) 情報公開条例（平成10年岩手県条例第49号）第７条各号に掲げる情報に該当すると認められ

る事項について調査審議する場合 
(２) 当該会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障を生ずることが明ら

かに予想される場合 
 
（傍聴人に対する指示） 

第４条 議長は、傍聴人に対し、必要な指示をすることができる｡ 
 
（意見の聴取） 

第５条 議長は、議事の調査審議に関し、特に専門的な意見を聴く必要があると認めたときは、審議

会に諮って、関係者に出席を求めて意見を聴くことができる。 
 
（採決） 

第６条 議長は、議題について採決しようとするときは、その議題及び採決する旨を会議に宣告する

ものとする｡ 
２ 採決は、挙手又は投票の方法によるものとし、議長は、そのつど会議に諮って決定するものとす

る｡ 
３ 前項の規定にかかわらず、議題について出席委員に異議がないと認めるときは、議長は、これを

確かめた後に採決の手続を省略して、可決の旨を宣告することができる｡ 
 
（議事録の作成） 

第７条 審議会は、会議の議事について、そのつど議事録を作成するものとする｡ 
２ 前項の議事録には、次の各号に掲げる事項を記載するものとする｡ 

(１) 開催の日時及び場所 
(２) 出席者の氏名 
(３) 議事の概要 
(４) 前各号に掲げるもののほか、必要と認められる事項 
 
（部会） 

第８条 条例第８条第１項の規定により、審議会に次の部会を置く。 
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  大気部会  水質部会  自然・鳥獣部会  温泉部会 
２ 前項の規定にかかわらず、知事が必要と認めたときは、審議会に諮って部会を設置することがで

きる。 
３ 知事は、必要と認めたときは、合同で部会を開催することができる。 
４ 部会の審議事項は、別表１のとおりとする。 
５ 議長は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、審議事項を部会に付議すること

ができる｡ 
６ 部会に、付議事項に係る専門調査員を出席させることができる｡ 
７ 第２条から前条までの規定は、部会に準用する｡ 

 
（部会の議決） 

第９条 条例第８条第３項の規定に基づき、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる事

項は、別表２のとおりとする。 
２ 議長は、前項の規定にかかわらず、審議会に諮って、部会の議決をもって審議会の議決とするこ

とができる。 
３ 前２項の規定による議決をしたときは、部会長は、その旨を直近に開催される審議会に報告する

ものとする｡ 
 
（代理出席） 

第10条 委員又は特別委員のうち、市町村長及び関係行政機関の職員である者は、本人が出席できな

い場合に限り、あらかじめ指名する者を代理出席させることができる。 
 
（部会の庶務） 

第11条 部会の庶務は、大気部会にあっては環境生活企画室及び環境保全課、水質部会にあっては環

境保全課、自然・鳥獣部会及び温泉部会にあっては自然保護課において処理する｡  
２ 第８条２項の規定に基づき設置された部会の庶務については、そのつど定めるものとする｡ 
３ 各部会の庶務の処理に当たっては、環境生活企画室と協議を行うものとする｡ 
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別表１  

部 会 名 審     議     事     項 

大 気 部 会 

１ 大気汚染防止に関する事項 

２ 騒音防止に関する事項 

３ 振動防止に関する事項 

４ 悪臭防止に関する事項 

水 質 部 会 
１ 公共用水域及び地下水の水質汚濁防止に関する事項 

２ 土壌汚染防止に関する事項 

自然・鳥獣 

部 会 

１ 自然環境保全地域及び環境緑地保全地域に関する事項 

２ 自然公園に関する事項 

３ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟に関する事項 

４ 希少野生動植物の保護に関する事項 

温 泉 部 会 温泉に関する事項 

別表２ 

部 会 名 議     決     事     項 

大 気 部 会 

１ 騒音に係る環境基準の類型指定 

２ 航空騒音に係る環境基準の類型指定 

３ 新幹線鉄道騒音に係る環境基準の類型指定 

４ 騒音規制地域の指定及び当該指定に係る規制基準の設定 

５ 振動規制地域の指定及び当該指定に係る規制基準の設定 

６ 悪臭規制地域の指定及び当該指定に係る規制基準の設定 

７ 大気汚染測定計画の作成 

水 質 部 会 

１ 公共用水域、地下水及び土壌測定計画の作成 

２ 水質環境基準の水域類型指定 

３ 健康有害物質等に係る排水基準の設定 

４ 健康有害物質使用汚水等排出施設の構造基準等の設定 

５ 健康有害物質に係る土壌及び地下水の基準値の設定 

６ 生活排水対策重点地域の指定 

自然・鳥獣 

部 会 

１ 自然環境保全地域の区域変更及び保全計画 

２ 環境緑地保全地域の区域変更及び保全計画 

３ 県立自然公園の区域変更 

４ 県立自然公園計画の決定、廃止及び変更 

５ 鳥獣保護管理事業計画の作成及び変更 

６ 第一種特定鳥獣保護計画及び第二種特定鳥獣管理計画の作成及び変更 

７ 狩猟鳥獣の捕獲の禁止又は制限 

８ 第一種特定鳥獣及び第二種特定鳥獣の捕獲の禁止又は制限 

９ 鳥獣保護区の指定及び特別保護地区の指定 

10 猟区の維持管理に係る事務の受託者の指定 

11 指定希少野生動植物及び特定希少野生動植物の指定及び指定解除 

12 指定希少野生動植物の生息地等保護区の指定及び指定解除 

13 指定希少野生動植物の管理地区の指定及び指定解除 

14 指定希少野生動植物の保護管理事業計画の策定及び変更 

温 泉 部 会 

１ 温泉掘削、増掘及び動力装置の許可又は不許可の処分 

２ 温泉掘削、増掘及び動力装置の許可の取り消し、公益上必要な措置命令の

処分 

３ 温泉採取の制限の処分 
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【参考】環境審議会条例に関係する法律 

環境基本法（平成5年法律第91号） 

（都道府県の環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関）  

第四十三条 都道府県は、その都道府県の区域における環境の保全に関して、基本的事項を調査審議

させる等のため、環境の保全に関し学識経験のある者を含む者で構成される審議会その他の合議制

の機関を置く。  

２ 前項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、その都道府県の条例で

定める。 

水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号） 

（都道府県の審議会その他の合議制の機関の調査審議等）  

第二十一条 都道府県の区域に属する公共用水域及び当該区域にある地下水の水質の汚濁の防止に関

する重要事項については、環境基本法第四十三条の規定により置かれる審議会その他の合議制の機

関が、都道府県知事の諮問に応じ調査審議し、又は都道府県知事に意見を述べることができるもの

とする。  

２ 前項の場合においては、政令で定める基準に従い、環境基本法第四十三条第二項の条例において、

前項の事務を行うのに必要な同項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関する特別の定

めをするものとする 

自然環境保全法（昭和47年法律第85号） 

（都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関）  

第五十一条  都道府県に、都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関を

置く。  

２ 前項の審議会その他の合議制の機関は、温泉法（昭和二十三年法律第百二十五号）及び鳥獣の保

護及び狩猟の適正化に関する法律（平成十四年法律第八十八号）の規定によりその権限に属させら

れた事項を調査審議するほか、都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県における自然環境の保全

に関する重要事項を調査審議する。  

３ 第一項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定

める。 
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